
① 
 
 
 
 

平成 23 年度 

当初予算案の概要 

 

 
 
 
 
 
 

平成 23 年 2月 

浜 松 市 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※資料中、億円単位で表示している数値は、億円単位未満で端数を調整しています。 
このため、億円単位の増減等、計算結果と一致しない場合があります。 
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１ 平成 23 年度当初予算編成の基本的な考え方                        

 

○ 予算編成の背景 

・ 平成 23 年度の本市の経済状況は、一昨年の世界同時不況の影響が残り、依然として

先行き不透明な状況にある。 

・ 本市財政は、歳入の根幹となる市税において若干の改善は見込まれるものの、扶助費

の増加など歳出圧力も強く、厳しい財政運営が予想される。 

・ 将来においても、安定した財政を堅持できるよう、歳入確保や歳出削減により、限ら

れた財源を有効に活用した予算編成が必要となる。 

 

○ 予算編成方針 

・ 都市の将来像である、市民協働で築く「未来へかがやく創造都市・浜松」の実現に向

け、財政の健全化を図りつつ、事業の再編や積極的な新規事業の実施など、市民ニー

ズに合致した予算原案を作成することとし、 

①積極的な未来への投資 

②歳出構造の改革 

③行財政改革の徹底 

の３点を基本姿勢として編成した。 

 

○ 基本的な組み立て 

・ 人件費の削減など行財政改革効果を活用し、こども第一主義に係る施策など、将来へ

の投資を実施する。 

・ 世界同時不況の影響が残るなか、新産業の創出など、雇用拡大につながる事業に取り

組むとともに、将来の発展に向けた基盤づくりを実施する。 

・ 政策事業評価やサマーレビューを踏まえ、事業の選択と集中を進め、予算配分の重点

化を図るとともに、積極的に事業の再編に取り組む。 

・ 持続可能な財政を堅持できるよう、行財政改革を徹底し、歳出の見直しを図るととも

に、基金の取崩し、臨時財政対策債の活用などにより必要な財源を確保する。 

・ 中期財政計画に基づき、市債発行の抑制や規律ある財政運営の堅持など、財政健全化

を進め、将来世代への負担軽減を図る。 
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２ 予算規模                                                           

 総予算      4,559 億円 （22 年度 4,525 億円  34 億円の増  0.7％） 

※総予算は、全会計合計から会計間でやりとりする重複部分等を控除。 

 全会計合計   5,293 億円 （22 年度 5,253 億円  40 億円の増  0.8％） 

 一般会計    2,750 億円 （22 年度 2,660 億円  90 億円の増  3.4％） 

 

   （単位：千円、％） 

区 分 
H23 年度   

Ａ 

H22 年度   

Ｂ 

比   較 

増減 Ａ－Ｂ 率 

一般会計 275,000,000 266,000,000 9,000,000 3.4 

特別会計 194,575,910 188,662,546 5,913,364 3.1 

企業会計 59,711,240 70,648,851 △10,937,611 △15.5 

計 529,287,150 525,311,397 3,975,753 0.8 

控除額 73,413,313 72,824,556 588,757 0.8 

総予算 455,873,837 452,486,841 3,386,996 0.7 

      ※三大地、四大地、赤佐の各財産区特別会計を含まない。 

 

平成 23 年度一般会計当初予算は、2,750 億円、対前年度比 90 億円、3.4％の増。 

これは、平成 23 年度より子ども手当の支給が本格実施されることに伴う 46 億円

の増、生活保護扶助費の 29 億円の増などが主なもの。 

 

 

 市債残高（23 年度末見込） 

・ 総市債残高   5,161億円（22年度末見込 5,267億円 △106億円） 

うち一般会計  2,773億円（22年度末見込 2,829億円  △56億円） 

 

市全体の総市債残高は、前年度対比△106 億円(一般会計△56 億円)。 

中期財政計画の目標「総市債残高を平成 26 年度末で 5,000 億円未満」 

の達成を目指す。 
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３ 当初予算案のポイント                             

（１）積極的な未来への投資 

①こども第一主義に係る施策など、将来への投資を実施する 

○保育所待機児童の解消（定員増 H23:490 人、H24:150 人） 

・ 民間保育所施設整備助成事業 

（曳馬保育園、浜松東保育園、（仮称）ずだじこども園） 

・ 認証保育所利用者助成事業（3歳未満の児童の保護者に月 2万円を限度に助成） 

○放課後児童会事業の拡充（定員増 H23:510 人、H24:120 人） 

・放課後児童会運営支援事業（H22:90 か所⇒H23:105 か所） 

・ 放課後児童会施設整備事業（広沢小、船越小、白脇小） 

○地域子育て支援拠点事業の再編 

・子育て支援ひろば（子育て家庭のための相談事業、情報提供など 16 か所） 

・ 保育園親子ひろば（保育士による育児相談など 64 か所） 

○発達障がい児支援の充実 

・ 発達支援広場事業（Bコース（2歳 3ヶ月頃～3歳）を新設） 

○教育環境の整備 

・ 教育指導支援員配置事業（支援員を増員 655 人⇒675 人） 

・ 小中一貫校の推進（引佐北部小中一貫校、庄内地区小中一貫校） 

・ 教育相談推進事業（24 時間いじめ電話相談の実施ほか） 

・ はままつ人づくり教育推進事業（1/2 成人式、立志式の開催ほか） 

②新産業の創出など、雇用拡大につながる事業に取り組む 

・ はままつ産業創造センター事業の充実（デジタルマイスター養成事業など） 

・ 緊急雇用・ふるさと雇用事業の拡大（県基金を活用した雇用対策） 

・ 新農業創出事業（新農業創出等に係るアクションプランの策定） 

    ・林業政策の推進 

（天竜材の家百年住居る助成事業、低コスト林業推進助成事業など） 

・ 企業立地促進助成事業（企業立地促進事業費補助金ほか） 

・ 都田地区開発事業（企業用地の開発） 
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③将来の発展に向けた基盤づくりを実施する 

・ 区画整理事業の推進（高竜地区など 10 地区で実施） 

・ 浜松城公園の整備（天守門実施設計、発掘調査ほか） 

・ 中心市街地の整備（都市機能更新促進事業、新川緑地オートバイ駐車場整備） 

（２）行財政改革の徹底 

①定員適正化計画の着実な実施により、人件費を抑制する 

 ・職員数の削減（定員：5,749 人、前年度対比△76 人） 

 ・人件費の抑制（人件費：531 億円、前年度対比△8億円） 

②施設の統廃合や市有財産の有効活用に積極的に取り組む 

・施設の統廃合（施設評価を実施のうえ再配置計画を作成） 

・施設の長寿命化（優先順位付けを行って順次改修） 

・遊休市有財産の売却（一般競争入札による市有地の売却を実施）  

    ・借地の計画的な解消（学校借地を優先して対応） 

・ 清掃工場の再編（北部清掃工場を平成 23 年 3 月に休止） 

③外郭団体の経営健全化を推進する 

・ 土地開発公社（平成 25 年度末解散予定、公社保有地を計画的に削減） 

・ フラワー・フルーツパーク公社 

 フラワーパーク⇒経営健全化を目的として改修事業を実施 

 フルーツパーク⇒平成 24 年度より委託化 

    ・医療公社（医療センターに利用料金制度を導入し一層の経営改善） 

（３）市制施行 100 周年記念事業の実施 

    ・100 夢プロジェクト（市民協働で 100 周年をお祝いするイベントなど） 

・家康公プロモーション事業（徳川家康公を題材としたプロモーション事業） 

・浜松市伝統芸能フェスティバル 

（伝統芸能保存団体等が一堂に会し伝統芸能を披露） 
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４ 予算案の概要                                                                

 

（１）一般会計予算規模                                  

 一般会計   2,750 億円 （22 年度  2,660 億円     90 億円     3.4％） 

 子ども手当支給事業 46 億円、生活保護扶助事業 29 億円、市民に身近な道路・河川  

事業 11 億円の増などで 90 億円の増。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（歳入）                 （歳出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計当初予算額の推移

（単位：億円、％）

区分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 A 23年度 B

当初予算額 2,393 2,622 2,668 2,546 2,660 2,750

増　減 △ 21 229 46 △ 122 114 90

伸び率 △ 0.87 9.57 1.75 △ 4.57 4.48 3.38

決 算 額 2,450 2,618 2,739 2,754 2,780 －

※平成19年度は、政令指定都市移行による約243億円の増額影響があり。

※決算額のうち、平成22年度は2月補正後の予算額。
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（２）一般会計歳入                                                

① 市 税  企業収益の回復基調が見られることによる増              

1,225 億円 （22 年度  1,185 億円    40 億円    3.4％） 

 個人市民税は、雇用は依然厳しいものの、給与収入の回復等により 17 億円の増。 

 法人市民税は、企業収益の持ち直しにより 18 億円の増。平成 22 年度にピーク時（平

成 20 年度）の半分以下に落ち込んでいたものが、若干回復したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円、％）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度　A 23年度　B 増減　B-A

歳入総額 2,393 2,622 2,668 2,546 2,660 2,750 90

市税 1,214 1,340 1,372 1,270 1,185 1,225 40

個人市民税 398 486 500 492 415 432 17

法人市民税 152 171 180 95 75 93 18

その他の税 664 683 692 683 695 700 5

50.73 51.11 51.42 49.88 44.55 44.55 0.00

※平成23年度歳入総額に対する市税収入の割合は44.55％で、平成22年度と同じ。

※その他の税とは、固定資産税、都市計画税、事業所税、市たばこ税、軽自動車税など。

歳入総額に占める市税収入の推移　　

市税／歳入総額

区　分

0

500

1,000

1,500

2,000
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3,000
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歳入総額

市税

億円

年度
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② 譲与税・交付金  地方消費税交付金の増など                      

216 億円 （22 年度    211 億円    5 億円    2.2％） 

 地方消費税交付金は、個人消費の回復基調により 3.4 億の増。 

 地方特例交付金は、住宅ローン減税に伴う減収に対する補てん額の増加見込等により

2.3億円の増。 

 自動車取得税交付金は、自動車販売台数の減少等により1.2億円の減。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地方交付税  交付税は前年度並み                       

 普通交付税 180 億円 （22 年度    180 億円     増減なし） 

 特別交付税  20 億円 （22 年度     20 億円     増減なし） 

 法人税割の増による基準財政収入額の増。 

 地域活性化・雇用等対策費の新設等による基準財政需要額の増。 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

1 地方譲与税 3,860,000 3,849,000 11,000 0.3

地方揮発油譲与税 1,655,000 1,569,000 86,000 5.5

自動車重量譲与税 2,090,000 2,176,000 △ 86,000 △ 4.0

石油ガス譲与税 115,000 104,000 11,000 10.6

2 利子割交付金 504,000 560,000 △ 56,000 △ 10.0

3 地方消費税交付金 8,286,000 7,948,000 338,000 4.3

4 自動車取得税交付金 1,386,000 1,504,000 △ 118,000 △ 7.8

5 軽油引取税交付金 4,772,000 4,786,000 △ 14,000 △ 0.3

6 地方特例交付金 1,645,000 1,414,000 231,000 16.3

7 交通安全対策特別交付金 470,000 489,000 △ 19,000 △ 3.9

8 その他交付金 697,000 607,000 90,000 14.8

21,620,000 21,157,000 463,000 2.2

比　　　較

計

区  分
23年度

Ａ
22年度

B

（単位：千円）

当初予算 決算見込

普通交付税 16,024,634 16,520,719 18,000,000 20,346,851 18,000,000

特別交付税 2,690,693 2,744,813 2,000,000 2,000,000 2,000,000

計 18,715,327 19,265,532 20,000,000 22,346,851 20,000,000

23年度予算区分 20年度決算 21年度決算
22年度
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④ 基金繰入金  財政調整基金は前年度対比 5 億円減の 50 億円を取崩し        

75 億円 （22 年度     76 億円    △1 億円    △1.5％） 

 財源調整のため、財政調整基金を前年度対比 5億円減の 50 億円取崩し。 

 資産管理基金は土地開発公社保有土地の取得や学校借地解消に、商工業振興施設整

備基金は企業立地促進助成事業などに充当。 

 

 

 

 

 

 

 

 基金残高 154 億円 （22 年度末見込 225 億円   △71 億円  △31.4％） 

 

  

 

 

 

 

 

 

⑤ 市債  市債借入額の抑制                            

267 億円 （22 年度    292 億円     △25 億円    △8.6％） 

 通常の市債は、市債借入額の抑制により 7.6 億円の減。 

 合併特例債・推進債は、天竜区役所建設事業で 5 億円の減、天竜消防署建設事業で

2.7 億円の減など。 

 臨時財政対策債は、4億円の減。 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

1 通常の市債 8,234,900 8,997,500 △ 762,600 △ 8.5

2 合併特例債・推進債 4,854,800 6,219,100 △ 1,364,300 △ 21.9

3 臨時財政対策債 13,600,000 14,000,000 △ 400,000 △ 2.9

26,689,700 29,216,600 △ 2,526,900 △ 8.6計

比　　　較
区  分

23年度
Ａ

22年度
B

　※平成22年度末基金残高は平成22年度2月補正後の残高見込

基金残高の推移

96 117 91 86 64

147 148 149 139
90

0

100

200

300

19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末

単位：億円
上：財政調整基金

下：その他基金

154

225240
265

243

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

財政調整基金 5,000,000 5,500,000 △ 500,000 △ 9.1

資産管理基金 1,268,684 500,000 768,684 153.7

商工業振興施設整備基金 516,800 640,000 △ 123,200 △ 19.3

その他基金 1,254,222 1,638,365 △ 384,143 △ 23.4

計 7,522,906 7,638,365 △ 115,459 △ 1.5

区  分
23年度

Ａ
22年度

Ｂ
比　　　較
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（３）一般会計歳出                                                  

① 義務的経費  扶助費は子ども手当、生活保護費により増                

1,440 億円 （22 年度  1,359 億円     81 億円     6.0％） 

 人件費では、23 年度定数（一般･特別･企業会計）は、前年度対比で△76 人の 5,749 人。

一般会計では、負担率の変動に伴う共済費の増はあるが、給料・手当等の減により、

前年度対比 6億円の減。なお、普通建設事業費等の執行にかかる職員人件費（投資

的経費に区分）を含む総人件費では、前年度対比 7億円の減。 

 扶助費では、子ども手当支給事業 45.9 億円の増、児童手当支給事業で 10.8 億円の

減、生活保護扶助事業 28.5 億円の増など。 

 公債費では、元金（満期一括償還積立金を含む）は 7.3 億円の増、利子は市債残高

の減少などにより 1.8 億円の減。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

義務的経費の当初予算構成比

○事業費 （単位：億円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 A 23年度 B 増減 B-A
人件費 523.1 515.0 499.6 482.9 481.8 475.8 △ 6.0
扶助費 303.1 331.1 362.1 372.6 511.5 592.6 81.1
公債費 339.5 365.9 374.4 364.5 366.1 371.6 5.5

計 1165.7 1,212.0 1,236.1 1,220.0 1,359.4 1,440.0 80.6

○構成比 （単位：％）
人件費 21.86 19.64 18.73 18.97 18.11 17.30 △ 0.81
扶助費 12.66 12.63 13.57 14.64 19.23 21.55 2.32
公債費 14.19 13.96 14.04 14.32 13.77 13.51 △ 0.26

計 48.71 46.23 46.34 47.93 51.11 52.36 1.25

21.27 23.99 22.33 18.24 17.11 15.29 △ 1.82  （参考）投資的経費

項目

義務的経費

義務的経費

義務的経費

10

12

14

16

18

20

22

24

18 19 20 21 22 23

人件費 扶助費 公債費

(％)

(年度)

人件費

扶助費

公債費
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② 投資的経費  旭・板屋Ｃ地区市街地再開発事業など大型公共事業の終了に伴い減     

420 億円 （22 年度    455 億円    △35 億円   △7.6％） 

 小学校規模適正化校舎建設・施設整備事業 13.0 億円の減、旭・板屋Ｃ地区再開発

事業 11.4 億円の減、南浅田地区区画整理事業 9.9 億円の減など。 

 国直轄事業負担金は、三遠南信自動車道路のうち、三遠道路事業（引佐北 IC から

鳳来 IC）の事業終息に伴う大幅な減。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資的経費の推移

○事業費 (単位：億円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 A 23年度 B 増減 B-A

509.0 629.2 595.9 464.3 455.0 420.3 △ 34.7
補助事業費 194.8 332.0 335.7 221.1 218.3 188.1 △ 30.2
単独事業費 314.2 260.2 224.4 210.2 216.8 221.7 4.9
国直轄事業 37.0 35.8 33.0 19.9 10.5 △ 9.4

2,393.0 2,622.0 2,668.0 2,546.0 2,660.0 2,750.0 90.0

○構成比 (単位：％）

21.27 23.99 22.33 18.24 17.11 15.29 △ 1.82
補助事業費 8.14 12.66 12.58 8.68 8.21 6.84 △ 1.37
単独事業費 13.13 9.92 8.41 8.26 8.15 8.07 △ 0.08
国直轄事業 1.41 1.34 1.30 0.75 0.38 △ 0.37

区　分

投資的経費

一般会計歳出額

投資的経費

0

100

200

300

400

500

600

700

18 19 20 21 22 23

国直轄事業負担金

補助事業費

単独事業費

(億円)

(年度)

420.3億円
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③ 特別会計・企業会計への支出金                              

608 億円 （22 年度    601 億円      7 億円     1.2％） 

 介護保険事業は、義務的支出において、保険給付費の増などに伴い 2.6 億円の増。 

 病院事業は、診療報酬の改定や医療体制の整備に伴う入院・外来収益の増などによ

る 2.0 億円の減。 

医療センターについては、利用料金制を導入し経理の明瞭化を図る。また、リハビ

リテーション病院については、病院建替にかかる基本設計、実施設計を行う。 

 

 

   ○ 会計別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 区分別内訳 

 

 

 

 

   義務的支出…法律などに基づき支出するものや経費の内容から一般会計が負担すべき支出 

   財政支援的支出…義務的な支出以外の財政支援的な性格のもの 

 

 

 

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

１　特別会計 51,385,200 50,488,721 896,479 1.8

①国民健康保険事業 5,082,389 5,067,860 14,529 0.3

②介護保険事業 6,618,298 6,360,395 257,903 4.1

③後期高齢者医療事業 1,288,139 1,146,317 141,822 12.4

④公債管理 37,171,000 36,623,000 548,000 1.5

 　その他 1,225,374 1,291,149 △ 65,775 △ 5.1

２　企業会計 9,399,688 9,581,941 △ 182,253 △ 1.9

①病院事業 2,379,724 2,584,598 △ 204,874 △ 7.9

②水道事業 186,202 168,820 17,382 10.3

③下水道事業 6,833,762 6,828,523 5,239 0.1

60,784,888 60,070,662 714,226 1.2計

23年度
Ａ

22年度
B

比　　　較
区  　分

（単位：千円、％）

増減 A-B 率

①義務的支出 50,763,405 49,883,547 879,858 1.8

②財政支援的支出 10,021,483 10,187,115 △ 165,632 △ 1.6

60,784,888 60,070,662 714,226 1.2計

区  　分
23年度

Ａ
22年度

B
比　　　較
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（４）プライマリーバランス  元金償還と借入に配意した予算編成          

106 億円の黒字 （22 年度     84 億円の黒字） 

 所要の事業量を確保しつつ、市債の借入額を元金償還額以下に抑制し、市債残高を

削減。中期財政計画の目標（H26 末で 5,000 億円未満）達成に向けて引き続き取り

組む。 

 本市では、より厳しい条件である元金償還額と比較し、全会計合計で 106 億円の

黒字（元利償還額との比較では 216 億円の黒字）。黒字額の分だけ市債残高が減少。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

元金償還 B 借入　C

一般会計 282,861,218 32,276,896 26,689,700 5,587,196 277,274,022

特別会計 13,141,595 1,273,473 905,600 367,873 12,773,722

企業会計 230,711,330 13,833,823 9,148,100 4,685,723 226,025,607

計 526,714,143 47,384,192 36,743,400 10,640,792 516,073,351

区  分
22年度末
残高 A

23年度末
残高 A-D

23年度 ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ
D=B-C

（単位：億円）

区　　分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

一般会計 3,060 2,960 2,861 2,800 2,829 2,773

特別会計 168 157 158 141 131 128

企業会計 2,403 2,376 2,361 2,350 2,307 2,260

計 5,631 5,493 5,380 5,291 5,267 5,161

※平成22年度末市債残高は、平成22年度2月補正後の残高見込

※満期時に一括して償還する市場公募債の償還準備のために行う減債基金への積立額を償還した

   ものとみなした実質的な市債残高

市債残高の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

18 19 20 21 22 23
(年度)

(億円)

一般会計 特別会計 企業会計
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５ 戦略計画２０１１基本方針・重点戦略 

戦略１ 未来を拓く“新・ものづくり” 

 

１ はままつ産業創造センター運営事業 174,712 千円 

  人財育成・知財創業・創業支援にかかる事業を実施する「はままつ産業創造センター」を運営

するための経費。 

  ・（新規）はままつデジタルマイスター養成事業 

  ・（新規）新技術・新素材の応用研究に対する補助金 

  ・（新規）海外販路開拓事業 など 

 

２ 企業立地促進助成事業 1,000,000 千円 

  企業立地を促進するための優遇措置。 

  ・企業立地促進事業費補助金（用地・建物・設備等） 

  ・企業立地奨励費補助金（固定資産税・都市計画税） 

 

３ 新規就農者育成支援事業 6,498 千円 

  新規就農者の初期投資、農地借入、農業研鑽費等を支援し、農業経営の安定を図るための助成。 

・新規就農時の設備投資の借入に対する補助金 

・新規就農予定者の就農前研修に対する補助金 

・就農後の規模拡大のための農地借入に対する補助金 など 

 

４ （新規）天竜材生産・物流拠点整備助成事業 605,000 千円 

市内での素材生産量及び流通量を増加させるための、木材流通加工施設整備に対する助成。 

  ・事業主体：ＭＯＳ協同組織（プレカット事業体、製材業者の連携組織) 

・事業内容：組合が新たに整備する素材集約センター内に設置する木材加工施設に対し助成 

  ・整備機械：木材乾燥機、グレーディングマシン等 

 

５ 若年者就労支援事業 80,000 千円 

就職が決まっていない 40 歳未満の若年者等の就職活動の円滑化を図るため、40 歳未満の若年

者等を雇用し、実習を通じて就職に必要な訓練を行うための経費。 

・事業内容：講義等研修、職場実習研修 

・雇用期間：平成 23 年 4 月～平成 24 年 1 月（10 ヶ月間） 

・新規雇用者数：20 人程度 

 

６ パーソナル・サポート・サービスモデル事業 83,000 千円 

就職を希望する人の生活及び就労に関し、アドバイザーが当事者の支援ニーズに合わせて制度

横断的かつ継続的に支援策のコーディネートを行い、安定的な自立生活を送れるよう、内閣府の

モデルプロジェクトに取り組むための経費。 
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戦略２ 豊かな心と生きる力をはぐくむ・子どもの未来 

 

１ 放課後児童会施設整備事業 158,375 千円 

  小学校敷地などを利用した、放課後児童会施設の整備。 

  ・広沢小放課後児童会（整備工事） 

  ・船越小放課後児童会（整備工事）（敷地は八幡中） 

  ・白脇小放課後児童会（設計委託・整備工事） 

  ・舞阪小放課後児童会（設計委託） 

 

２ なかよし館・児童館運営事業 88,610 千円 

  子育て中の保護者のコミュニケーションの場やイベントを提供するためになかよし館を運営、

児童に健全な遊びを与え情操を豊かにするため児童館を運営。 

  ・なかよし館 15 館・児童館 4館 

 

３ 子育て支援ひろば事業 88,788 千円 

  子育て中の親とこどもの集い・相互交流の場として常設の子育て支援ひろばを開設するための

経費。 

  ・平成 23 年度：16 か所（平成 22 年度 13 か所） 

 

４ 民間保育所施設整備助成事業 398,676 千円 

  待機児童解消、耐震性の確保を目的とした民間保育所の施設整備費用に対する助成。 

  ・曳馬保育園（中区曳馬四丁目）     定員 30 人増（ 90 人 ⇒ 120 人） 

  ・浜松東保育園（東区篠ヶ瀬町）     定員 60 人増（ 90 人 ⇒ 150 人） 

  ・（仮称）ずだじこども園（南区恩地町） 定員 60 人増（新設） 

 

５ 発達支援教育指導支援員等配置事業 93,060 千円 

  小中学校の発達支援教育推進のための指導員及び補助員を配置するための経費。 

  ・スクールヘルパー 

    小学校：67 人（8人増員） 

中学校：16 人（2人増員） 

  ・発達支援教育指導員 

小学校：37 人（3人増員） 

中学校：15 人（2人増員） 

 

６ 学校建設事業 1,012,900 千円 

市立小中学校及び幼稚園の校舎増改築や規模適正化のための校舎建設などの経費 

  ・庄内地区小中一貫校  基本・実施設計 

・北部中学校      校舎改築（～H24） 

  ・引佐北部小中一貫校  グラウンド整備 
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戦略３ 安全と安心を人から人へ・活発な地域力 

 

１ 障害者相談支援事業 137,003 千円 

障害者に対する福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等）に要する経費。 

  ・市内 15 事業所において実施 

   （中区 3箇所、東区 3箇所、西区 2 箇所、南区 2箇所、北区 2 箇所、浜北区 2箇所、 

天竜区 1 箇所） 

 

２ 地域交流スペース整備費助成事業 9,011 千円 

  障害者就労支援施設における、施設利用者と地域住民や企業等の日常的な交流が可能な場所の

整備費に対する助成。 

 

３ 地域高齢者見守り・支援事業 25,300 千円 

  ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の増加、日常生活に不安を抱える高齢者の増加に対応する

ため、その実態把握等及び見守り・支援体制の確立に要する経費。 

  ・民生委員による実態調査 

・（新規）緊急医療情報キットの配布 

・高齢者見守り・支援システムの構築 

 

４ 地震対策推進事業  197,018 千円 

  民間建築物の耐震化を推進するための経費。 

  ・わが家の専門家診断 

  ・木造住宅補強計画策定、耐震補強助成 

  ・ブロック塀等耐震化促進 など 

 

５ （新規）中心市街地防犯センター支援事業 3,000 千円 

  中心市街地繁華街の治安維持を図るため設置する防犯センターの維持管理費。 

  ・（新規）防犯センターの建物借上料、水道料、電気料及び消耗品など 

  ・（臨時）看板設置などの工事並びにカウンターなどの備品購入 

 

６ 交通安全対策事業 117,839 千円 

  交通事故のない社会を目指すための啓発活動に要する経費。 

・事故多発交差点調査 

・静岡県交通安全指導員設置事業負担金 

・浜松市交通事故防止対策会議への負担金 

・交通指導員活動に対する謝礼 など 
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戦略４ 地球にやさしい持続可能な社会 

 

１ 地球温暖化対策事業 10,000 千円 

  温室効果ガスの排出削減に向けて、市民や事業者の率先行動を喚起し、推進するための経費。 

  ・（臨時）地球温暖化対策実行計画の策定 

  ・（新規）エコドライブマグネットの作成 

  ・地球温暖化防止活動推進センター運営委託 など 

 

２ 新エネルギー利用推進助成事業 38,891 千円 

  化石資源に頼る社会から脱却し、クリーンで無限の可能性を秘めた新エネルギーの利用に転換

するための経費。 

  ・一般家庭における太陽光発電システム設置費補助事業 

・中小企業における省エネルギー改修事業費補助事業 

  ・企業協賛による LED設置推進事業 

 

３ リサイクル拠点運営事業 11,631 千円 

  ごみ処理に伴う環境負荷の低減に向けて、リサイクルしやすい環境を整えることにより、市民

生活からのごみの発生・排出を抑制するための経費。 

  ・（新規）紙ごみの自治会拠点回収事業 

  ・リサイクルステーション運営事業 

 

４ （新規）第４清掃工場整備事業 8,000 千円 

  ごみの処理能力を将来に渡り安定的に確保していくために、南部清掃工場の閉鎖を見据え、こ

れに代わる新たなごみ焼却施設の建設について企画、調整するための経費。 

  ・（新規）第４清掃工場建設基本構想策定事業 

 

５ 湖沼水質保全事業 26,873 千円 

  佐鳴湖や浜名湖の水質保全に向けて、河川管理者である県や市民と協働により、水質浄化対策

を推進するための経費。 

  ・佐鳴湖水質浄化実験事業 

  ・清流ルネッサンスⅡ佐鳴湖地域協議会に対する負担金 

  ・雨水浸透ます設置費補助金 

・浜名湖施肥適正化調査委託 など 

 

６ 環境保全型農業振興事業 4,926 千円 

環境に配慮した土作りと化学肥料や農薬の低減を一体的に行うエコファーマーの育成や、有機

農業推進など環境保全型農業を推進するための経費。 

 ・エコファーマー育成推進奨励金 

・環境に配慮した農業用資材（生分解性マルチシート）導入に対する助成
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戦略５ 快適が感じられるくらしの満足 

 

１ 商店街魅力アップ支援事業 46,000 千円 

  商業者自らが考え、取り組む事業で商店街の活性化事業に対する助成。 

  ・空き店舗を活用した集客施設の整備 

・日常的な賑わいづくりイベント 

・人材育成事業 など 

 

２ 大型商業施設建設資金貸付事業 1,060,000 千円 

  遠鉄百貨店新館建設にかかるふるさと融資の貸付。 

 ※市から遠州鉄道㈱に無利子貸付（市は金融機関からの借入に対する利子分を負担） 

 

３ 交流居住事業  13,317 千円 

  中山間地域への移住や交流にかかる情報の一元管理や、事務局の運営に要する経費。 

  ・ホームページの管理運営  

  ・田舎暮らし相談員の設置  

  ・田舎暮らしお試し住宅事業 

  ・（新規）中山間地域ボランティア交流事業 

  ・（新規）移住促進空き家活用事業費助成 

 

４ 中山間地域生活支援事業 8,412 千円 

  集落支援員、緑のふるさと協力隊、日常生活支援などにより集落機能の維持・活性化を図るた

めの経費。 

  ・集落支援員の設置（6人）  

・緑のふるさと協力隊（2人）の受け入れ 

・(新規)乗用モノレール等整備事業費助成 

 

５ 地域公共交通連携計画実施事業 86,805 千円 

  使いやすく持続可能な公共交通を構築するため、市が維持しているバス路線の改善、効率化、

ネットワークの具現化など、公共交通の活性化を図るための経費。 

・バス等の実証運行事業 

・利用促進事業 

 

６ 橋りょう耐震補強事業 788,000 千円 

  橋りょうの耐震補強、長寿命化対策に要する経費。 

  ・国道 152 号馬込橋など 16 橋の設計、工事を実施 
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戦略６ いきがい実感・健康づくり 

 

１ スポーツ普及・活性化事業 5,804 千円 

 「浜松市スポーツ振興基本計画」に基づく「するスポーツ」「みるスポーツ」「ささえるスポーツ」

の施策展開に要する経費。 

  ・（臨時）第 50 回 1000 万人ラジオ体操・みんなの体操祭の共催 

  ・浜松・東三河フェニックス支援のため、浜松後援会への負担金支出 

  ・公立及び民間のスポーツ施設マップを配布 

 

２ 浜松シティマラソン開催事業 14,200 千円 

  生涯スポーツ、競技スポーツのさらなる発展を目的に、市制 100 周年記念事業の一環として第

8 回浜松シティマラソンを実施する経費。 

  ・従来の 10 マイルコースを取りやめ、新たにハーフマラソンコースを設定 

  ・募集定員を 8,000 人から 10,000 人に拡大 

 

３ 自殺対策推進事業 38,536 千円 

県自殺対策緊急強化基金を活用した、自殺対策人材育成や自殺予防対策を行うための経費。 

・子ども、若者に対する自殺予防啓発事業 

（市制 100 周年事業「葉っぱのフレディ－いのちの旅－」ミュージカル公演） 

・いのちをつなぐ手紙関連事業 

・外国人相談支援事業 など 

 

４ 健康診査事業 899,287 千円 

がん、肝炎、骨粗しょう症などの早期発見、早期治療を目的とした各種検診等を実施するため

の経費。 

・がん検診事業（肺、大腸、胃、前立腺等のがん検診） 

・女性特有のがん検診事業（子宮頸がん、乳がんの検診） 

・歯周病検診事業 など 

 

５ 予防接種事業 417,986 千円 

高齢者等を対象とするインフルエンザ予防接種を実施するための経費。 

・65 歳以上、または 60 歳以上で特定疾患を持つ方に対するもの（自己負担 1,000 円） 

・生活保護者に対するもの（全額公費負担） 

 

６ 浜松市リハビリテーション病院施設改良事業 234,900 千円 

  浜松市リハビリテーション病院の建替えなどに要する経費。 

・ 建替えのための基本設計 

・ 建替えのための実施設計 
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戦略７ 郷土に誇り・活力あふれるまち 

 

１ 新美術館構想策定調査事業 500 千円 

  平成 21 年度に策定した「新美術館基本構想」を基にした、建設計画策定のための準備に要す

る経費。 

・新美術館の特色･事業展開、施設設備、規模、施設運営等の検討 

・他都市施設の調査・研究 

 

２ ユネスコ創造都市ネットワーク加盟事業 5,830 千円 

  ユネスコ創造都市ネットワーク加盟を目指すことで、音楽文化の蓄積を都市資産として活用し、

発信する経費。 

  ・世界創造都市フォーラム開催 

    加盟都市のボローニャ（イタリア）、セビリア（スペイン）、グラスゴー（イギリス）、ゲ

ント（ベルギー）の文化政策事例発表とシンポジウムの開催 

   日程：平成 23 年 11 月（予定） 

 

３ 新活動拠点施設整備事業 104,070 千円 

  旧男女共同参画推進センターを男女共同参画推進機能と文化芸術活動の創造拠点を併せ持つ

複合施設として整備する経費。 

  平成 23 年度 設計 建設工事 

  平成 24 年度 建設工事 開設準備 

 

４ インバウンド推進事業 20,658 千円 

外国人観光客の誘致を目的とした、中国・瀋陽へのプロモーションや観光ガイドブック作成な

どに要する経費。 

・（新規）浜松市インバウンド推進協議会負担金 

官民連携による事業効果向上を図るため、新たに設置する協議会による、東アジア地域に

おけるセールス事業や瀋陽へのチャーター便運行支援事業などの実施 

  ・多言語版観光ガイドブック・パンフレット作成 など 

 

５ 外国人子ども教育支援推進事業 100,546 千円 

  市立小中学校に在籍する外国人児童生徒の就学を支援するための経費。 

  ・日本語教室「はまっこ」・母国語教室「まつっこ」の開講 

  ・派遣型日本語教室「まなぶん」の開講 

  ・外国人児童生徒就学サポーターの派遣 
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６ シティプロモーション事業 50,000 千円 

  政令指定都市･浜松市の知名度や都市イメージの向上及び都市ブランドを確立するため、本市

の魅力を国内外に広く発信するシティプロモーション事業に要する経費。 

  ・戦略的メディアリレーション事業  

  ・市長トップセールス 

  ・首都圏プロモーションイベント事業 

  ・首都圏プロモーション用フリーペーパー事業 

  ・ペイドパブリシティ（新聞、TV 等広告） 

 

７ 家康公プロモーション事業 14,000 千円 

  徳川家康公を題材としたプロモーション事業に要する経費。 

 ・家康公シンポジウム 

 ・家康公ワードウォッチング（7 月 1日～8月 31 日、市役所ロビー） 

 ・市民歴史講座「徳川塾」（市民向け歴史講座を浜松城模型制作と連携して開催） 

 ・家康公在城時の浜松城復原模型制作 

・浜松城まつり（11 月 12 日～13 日、浜松城公園） 

  市民が浜松の歴史とふれあうイベントを開催。 

・出張なんでも鑑定団（6月 26 日、Ｕホール） 

・ケータイ連携プロモーション 

 

８ （新規）多文化共生のまち発信事業 25,712 千円 

  「浜松カップ（仮称）」の開催に要する経費。サンバを中心としたダンスチームを全国から公

募し、コンテストを開催。 

 

９ （新規）浜松市伝統芸能フェスティバル開催事業 12,500 千円 

  市内の伝統芸能保存団体等が一堂に会し、伝統芸能を披露する事業を開催する経費。 

・日程：平成 23 年 7月 2日(土)、3日(日) （浜松アリーナ） 

・出演：市内及び三遠南信地域の伝統芸能団体 

・内容：一日目 はままつ芸能歳時記（テーマ：四季） 

二日目 はままつ まつり街道・東西南北（テーマ：街道） 

 

１０ （新規）全国山城サミット開催事業 4,500 千円 

   全国山城（やまじろ）サミット及び関連事業の開催に要する経費。 

   ・サミット 日程：平成 23 年 11 月 19 日(土)、20 日(日) （アクトシティ浜松中ﾎｰﾙほか） 

内容：総会、記念講演、シンポジウム、現地説明会等の開催 

   ・関連事業 日程：平成 23 年 9 月～11 月（予定） 

内容：山城見学会・ウォークラリー、講演会等の開催 
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未来を拓（ひら）く“新・ものづくり” 

①多様な産業の創意と工夫の結集による新産業の創出 

②新たな技術の活用と６次産業化による農林水産業の産地力強化 

③だれもが夢を持って働き、自立した生活を送ることができる 

雇用の創出 

６ 重点戦略の主要事業等                             

 

 

 都市の将来像である『市民協働で築く「未来へかがやく創造都市・浜松」』の

実現を目指し、「平成２３年度重点戦略」を推進する主な事業を紹介します。 

 

豊かな心と生きる力をはぐくむ・子どもの未来 

①安心して子どもを生み育てられる環境づくり 

②たくましく生き抜く豊かな心と確かな学力の育成 

③子どもや青少年の健やかな成長を地域で支える社会の形成 

安全と安心を人から人へ・活発な地域力 

①思いやりの心をはぐくむ福祉の地域力づくり 

②防災・減災の地域力づくり 

③防犯と交通安全のまちづくり 

戦略 1 

戦略２ 

戦略３ 
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 戦略 

 ６  

地球にやさしい持続可能な社会 

①地球温暖化対策とクリーンエネルギー導入の推進 

②ごみ減量と３Ｒの推進 

③生物多様性の保全と持続可能な利用の推進 

快適が感じられるくらしの満足 

①市民の共感が得られる魅力的な都心の創出 

②「幸せを実感する山里暮らし」の実現 

③地域を結ぶ公共交通ネットワークの充実 

いきがい実感・健康づくり 

①体を動かす機会の創出 

（「１・１・１運動 ～１週間 １回以上 １スポーツ～」の推進） 

②予防に重点をおいた健康づくりの推進 

③リハビリテーション医療の拡充 

戦略４ 

戦略５ 

戦略６ 

郷土に誇り・活力あふれるまち 

①活力あふれるまちを支える人材の育成 

②“音楽の都”に向けた挑戦と市民主体の文化芸術活動の推進 

③浜名湖を中心とした観光交流 

④多文化共生社会の実現 

⑤世界に発信するシティプロモーションの推進 

戦略７ 
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① 多様な産業の創意と工夫の結集による新産業の創出

予算額(千円) 所管課

1 はままつ産業創造センター運営事業 (商工費) 174,712 産業政策課

産業支援の総合的な推進拠点として産学官との連携による (457-2825)

事業を実施

・ 商工会議所会館8階（中区東伊場二丁目）

・ 人財育成事業、知財創業事業、創業支援事業など

・ (新規)次世代輸送用機器関連の新技術習得や海外展示会

出展に対する助成

2 高度技術人財活用事業 <ふるさと雇用> (商工費) 36,000 産業政策課

人材育成から研究開発、事業化支援など、産学官連携による (457-2825)

地域支援強化のための人財雇用

・ 産学官連携拠点コーディネーター

・ 浜松市産業情報室における知財マネジメント　ほか

3 中小企業向け融資制度利用促進事業 (商工費) 27,023 産業政策課

中小企業者が融資を受けるために要する信用保証料の軽減を (457-2825)

図るための信用保証協会に対する事務費の一部負担

4 制度融資運営費助成事業 (商工費) 28,446 産業政策課

中小企業者への低利融資を実現するための金融機関の資金 (457-2825)

調達に対する助成

5 小規模事業者助成事業 (商工費) 26,359 産業政策課

ビジネスサポート資金（従業員20名以下の中小企業者）の借入に (457-2825)

対する利子補給

・ 融資利率：1.4％以内、利子補給率：0.5％（予定）

事業名及び事業内容

未来を拓（ひら）く“新・ものづくり”戦略1
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 新規創業者等助成事業 (商工費) 2,467 産業政策課

創業サポート資金の借入に対する利子補給 (457-2825)

・ 融資利率：1.1％以内、利子補給率：0.5％（予定）

7 中小企業緊急経済対策助成事業 (商工費) 67,035 産業政策課

中小企業緊急経済対策特別資金の借入に対する利子補給 (457-2825)

・ 融資利率：1.4％以内、利子補給率：0.5％（予定）

8 マル経融資償還利子助成事業 (商工費) 15,000 産業政策課

日本政策金融公庫からの借入れに対する利子補給 (457-2825)

・ 窓口：商工会議所、各商工会

・ 対象期間：平成22年4月から平成24年3月末まで

・ 利子補給率：1.0％（借受日から１年間に限る）

9 バイクのふるさと浜松開催支援事業 (商工費) 9,450 産業政策課

オートバイ発祥の地・浜松を全国にＰＲするとともに、ものづくり人材 (457-2825)

育成、魅力発信などを目的としたイベントの開催

・ (臨時)電動バイク購入費助成事業

　電動バイクの需要拡大による地域活性化

　補助対象：20千円 × 100台

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 65へ

10 地域クラスター推進助成事業 (商工費) 111,747 産業政策課

光・電子産業のさらなる集積を促進する地域イノベ－ション戦略 (457-2825)

支援プログラム（知的クラスター第Ⅱ期）への助成

・ 事業化促進事業、人材育成事業、情報発信事業など

・ 先端光電子技術への事業化・開発費助成事業
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

11 光・電子技術イノベーション創出拠点推進支援事業 (商工費) 3,000 産業政策課

浜松・東三河地域の産学官連携による光・電子技術などの (457-2825)

次世代産業創成事業や人材育成事業への支援

・ 企業支援システムの構築、コーディネーターの育成

12 次世代環境車社会実験事業 (商工費) 3,500 産業政策課

「はままつ次世代環境車社会実験協議会」による次世代環境車に (457-2825)

係る技術革新や普及の促進

・ シンポジウムの開催

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 66へ

<新規>

13 新産業展示館構想策定事業 (商工費) 5,000 産業政策課

大型駐車場を備えた郊外型大規模産業展示施設建設にかかる (457-2825)

基本構想の策定

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 67へ

14 企業誘致関連事業 (商工費) 14,878 企業立地推進課

首都圏における企業誘致活動や用地情報の提供など (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 70へ

15 企業立地促進助成事業 (商工費) 1,000,000 企業立地推進課

進出企業の用地取得費や建物設備費などに対する助成 (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 70へ

16 工場用地開発事業 (商工費) 12,181 企業立地推進課

工場用地確保のための開発可能性調査など (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 70へ

17 都田地区開発事業 (商工費) 2,610,099 企業立地推進課

工場用地として活用を図る都田地区の土地購入など (457-2282)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 70へ
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② 新たな技術の活用と６次産業化による農林水産業の産地力強化  

予算額(千円) 所管課

1 農商工連携モデル事業 <ふるさと雇用> （労動費） 20,000 農業水産政策課

企業・福祉・地域の連携による新産業創出の実践的モデル事業 （457-2333）

の実施

・ 耕作放棄地を活用した自然農法の実施

・ 障害者の参画による農産物加工品の開発、製造

・ 食農教育推進に関する講演会の開催

2 農商工連携・6次産業化推進事業 （農林水産業費） 2,000 農業水産政策課

農商工の連携による新産業の創出（第六次産業化）の推進 （457-2333）

・ アグリビジネスセミナーの開催

・ 滞在型余暇活動拠点施設整備の調査研究

3 地産地消推進事業 (農林水産業費) 1,689 農業水産政策課

地元消費者と生産者の結びつけによる地元産物の消費拡大の推進 　 (457-2333)

・ 地産地消パンフレットの作成

・ 食事教育啓発講座の開催

4 新規就農者育成支援事業 (農林水産業費) 6,498 農業振興課

新規就農者の円滑な就農開始に向けた支援 (457-2311)

・ 新規就農時の設備投資の借入に対する補助金

・ 新規就農予定者の就農前研修に対する補助金

・ 就農後の規模拡大のための農地借入に対する補助金

・ 就農後の農業研鑽に対する補助金

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 74へ

5 担い手育成総合支援事業 (農林水産業費) 11,653 農業振興課

農業の担い手としての認定農業者に対する経営改善等の指導・支援 　 (457-2311)

・ 浜松市担い手育成総合支援協議会に対する負担金

・ 浜松市認定農業者協議会に対する負担金

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 耕作放棄地対策事業 (農林水産業費) 4,140 農業振興課

　 耕作放棄地の荒廃状況調査及び除草、抜根など農地の再生に （457-2311）

対する交付金

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 75へ

<新規>

7 新農業創出事業 (農林水産業費) 4,270 農業水産政策課

農業への企業参入の推進、農業関連新技術等の導入促進 （457-2333）

・ 農業分野への参入が見込まれる企業への意向調査

・ モデル地区の設定、調査

・ アクションプランの作成

8 環境に配慮した森林管理推進事業 (農林水産業費) 52,217 森林課

FSC森林認証の啓発および森林整備に対する支援 (457-2332)

・ FSC認証材※で作製した学童机の市内小学校へのモデル的導入 　

・ 森林認証年次審査料に対する負担金

・ 間伐、森林整備に対する支援

※ FSC森林認証制度…管理や伐採が環境や地域社会に配慮

して行われていると評価された森林から切り出された木材を

認証する制度

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 76へ

9 天竜材の家百年住居る助成事業 (農林水産業費) 88,300 森林課

地域材を一定量使用した住宅施工者に対する助成 (457-2332)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 77へ

10 間伐材流通促進助成事業（補助金） (農林水産業費) 41,000 森林課

間伐材流通のため、間伐材の移送経費に対する助成 (457-2332)
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

11 低コスト林業推進助成事業（補助金） (農林水産業費) 66,000 森林課

林内道路網の整備に対する助成 (457-2332)

・ 作業道、策道の開設に対する助成

<新規>

12 天竜材生産・物流拠点整備助成事業（補助金） (農林水産業費) 605,000 森林課

木材流通加工施設の整備に対する助成 (457-2332)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 79へ

13 林業機械・施設緊急整備助成事業（補助金） (農林水産業費) 28,226 森林課

高性能林業機械の導入に対する助成 (457-2332)
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③ だれもが夢を持って働き、自立した生活を送ることができる雇用の創出

予算額(千円) 所管課

1 地域活動支援センター事業 （民生費） 70,732 障害福祉課

就労が困難な在宅障害者に対する機能訓練、社会適応訓練等 （457-2034）

を実施

2 障害者職業能力開発促進事業 （民生費） 2,787 障害福祉課

障害者の一般企業への就労促進のためのセミナーの開催など （457-2034）

3 知育玩具製作事業 （民生費） 1,300 障害福祉課

障害者就労支援事業所に対し障害児施設で使用する玩具の製作 （457-2034）

を委託

4 障害者就労支援施設整備費助成事業 （民生費） 110,000 障害福祉課

障害者就労支援施設の整備費に対する助成 （457-2034）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 38へ

5 就労支援事業 (労働費) 7,324 産業政策課

若年者や再就職を希望する女性の就労支援 (457-2115)

・各種セミナー開催、労働相談、高校生職場体験など

6 障害者雇用促進事業 (労働費) 9,850 産業政策課

障害者の就労支援及び就職後の職場定着支援 (457-2115)

<新規>

7 大学等新卒予定者就労支援事業 <緊急雇用> (労働費) 28,000 産業政策課

地元中小企業の求人の掘り起こし及び企業と学生のマッチングなど (457-2115)

求職者を雇用して実施

・雇用期間　平成23年7月～平成24年3月（9ヶ月間）

・新規雇用者数　4人

8 新卒者等就職活動応援事業 <緊急雇用> (労働費) 41,860 産業政策課

高校未就職新卒者等を雇用して行う就職訓練 (457-2115)

・雇用期間　平成23年3月～平成23年8月（6ヶ月間）

・新規雇用者数　20人程度

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

9 若年者就労支援事業 <緊急雇用> (労働費) 80,000 産業政策課

求職中の40歳未満の若年者を雇用して行う就職訓練 (457-2115)

・雇用期間　平成23年4月～平成24年1月（10ヶ月間）

・新規雇用者数　20人程度

10 パーソナル・サポート・サービスモデル事業 (労働費) 83,000 産業政策課

就職を希望する人の生活及び就労に関し、アドバイザーが当事者 (457-2115)

の支援ニーズに合わせて制度を横断的かつ継続的に支援策のコー  

ディネートを行い、安定的な自立生活を送れるよう取り組む内閣府

のモデルプロジェクト

・事業期間　平成23年3月～平成24年3月

<新規>

11 地域企業実態調査事業 <緊急雇用> (労働費) 15,000 産業政策課

雇用政策の指針となる「雇用・就業促進プラン」作成のために行う (457-2115)

実態調査

・事業期間及び雇用期間　

　　平成23年9月～平成24年3月（7ヶ月間）

・新規雇用者数　3人

12 ユニバーサル農業推進事業 (農林水産業費) 687 農業水産政策課

障害者の農業参画機会の創出による農業の多様な担い手を育成 (457-2333)

・ ユニバーサル園芸研究会の開催

・ 障害者農業参画促進のためビジネスモデルの構築
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①　安心して子どもを生み育てられる環境づくり

予算額(千円) 所管課

1 放課後児童会施設整備事業 (民生費) 158,375 次世代育成課

広沢小・船越小・白脇小放課後児童会施設整備工事及び (457-2795)

舞阪小放課後児童会施設設計委託など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 48へ

2 なかよし館・児童館運営事業 (民生費) 88,610 次世代育成課

子育て中の保護者のコミュニケーションの場やイベントを提供する (457-2795)

ためになかよし館１５館の運営及び児童に健全な遊びを与え情操

を豊かにするため児童館４館の運営

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 47へ

3 市立保育所管理運営事業 (民生費) 949,581 保育課

市立保育所24園（定員2,230人）の管理運営、延長保育・一時 (457-2118)

預かり・保育園親子ひろば等の特別保育の実施など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 47へ

4 民間保育所運営事業 (民生費) 6,753,416 保育課

民間保育所64園（定員6,490人）の管理運営 (457-2118)

・ 　H23定員6,490人（H22 6,000人、490人増）

5 民間保育所事業費助成事業 (民生費) 640,693 保育課

多様化する保護者のニーズに対応するため、民間保育所における (457-2118)

特別保育にかかる事業費を助成

延長保育・一時預かり・保育園親子ひろばなど

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 47へ

事業名及び事業内容

豊かな心と生きる力をはぐくむ・子どもの未来戦略2
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

〈新規〉

6 認証保育所利用者助成事業 (民生費) 132,132 保育課

待機児童解消と認証保育所の活用を図るため、認証保育所利用 (457-2118)

者に対し認証保育所と認可保育所の平均保育料の差額を助成  

・ 対象　   認証保育所に通所する３歳未満の児童の保護者

・ 助成額　1人月額2万円（限度額）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 54へ

7 民間保育所施設整備助成事業 (民生費) 398,676 保育課

待機児童を解消するための民間保育所等の整備に対する助成  (457-2118)

・ 保育所2園を増改築及び認定こども園1園を整備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 56へ

8 発達障害者支援センター運営事業 (民生費) 49,843 子育て支援課

発達障害児・者とその家族へ早期に適切な支援を行う発達障害者 (457-2792)

支援センターの運営

・ 23年度より、相談・啓発事業の充実や保育園・幼稚園への

巡回指導の拡充のため非常勤職員１人を増員

9 発達支援広場事業 (民生費) 33,562 子育て支援課

発達障がいの疑いのある児とその保護者に交流の場を提供し、早期 (457-2792)

に必要な支援の方向性を見立て、就園までの支援を実施

・ 実施か所　2か所増（H22　 7か所　⇒　H23　 9か所）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 50へ

10 発達障害者支援体制整備事業 (民生費) 5,442 子育て支援課

就園、就学、就労の一連の流れの中で、福祉・保健・教育・医療 (457-2792)

などの関係機関相互のサポート体制を機能させるため

サポートファイルを作成し、乳児期から配布
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

11 小・中学生医療費助成事業 (民生費) 1,139,101 子育て支援課

小中学生の入院・通院医療費（保険診療に伴う自己負担分）の助成 　 (457-2792)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 51へ

12 子ども手当支給事業 (民生費) 19,200,000 子育て支援課

中学校修了前までの児童を対象に、一人につき月額13,000円 (457-2792)

（平成23年度からは3歳未満の児童は月額20,000円）の

子ども手当を支給

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 53へ

13 子育て支援ひろば事業 (民生費) 88,788 子育て支援課

子育て中の親とこどもの集い・相互交流の場として常設の (457-2792)

子育て支援ひろばを16ヶ所開設

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 47へ

14 地域子育て推進事業 (民生費) 5,412 子育て支援課

中山間地域親子ひろば（天竜区４箇所）、地域つどいのひろば (457-2792)

事業等の地域でこども・子育てを支えていく環境づくりの推進

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P47,49へ

15 発達支援教育推進事業 (教育費) 6,205 指導課

健常児と障害児との交流事業、就学指導委員会の運営、 (457-2411)

「ことばの教室」の開催など発達支援教育の推進

・ 共生・共育推進事業（推進校5校）

　健常児と障害児との交流・共同学習

・ ことばの教室（9教室）

　追分小、佐藤小、双葉小、葵が丘小、可美小、積志小、

　北浜小、気賀小、二俣小

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 101へ
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

16 発達支援教育指導支援員配置事業（小・中学校） (教育費) 93,060 教職員課

小中学校の発達支援教育推進のため指導員及び補助員を配置 (457-2408)

① スクールヘルパー  ＜緊急雇用含む＞

② 発達支援教育指導員

・ 22年度に対し、15人（①緊急雇用10人、②5人）の増員

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 102へ

17 発達支援教育就学奨励事業（小・中学校） (教育費) 34,284 教育総務課

発達支援学級又は通級指導教室に通っている児童生徒の保護者 (457-2401)

の経済的負担を軽減

・ 支給対象：通学費、給食費、修学旅行費など

18 スクールソーシャルワーク事業 (教育費) 9,000 指導課

問題を抱えた児童生徒を支援するため、教育に加え、社会福祉等 (457-2411)

の専門知識を持つスクールソーシャルワーカーの配置

・ 配置校　6中学校区

・ 要請に合わせ配置校以外への派遣についても対応

19 スクールカウンセリング事業 (教育費) 69,876 指導課

児童生徒のいじめや不登校、問題行動等に対応するため、 (457-2411)

スクールカウンセラーを小中学校及び市立高校に派遣

・ 配置人数　49人

20 教育相談推進事業 (教育費) 11,586 指導課

教育相談支援センターにおいて、多様化する教育相談に対応 (457-2411)

・ （新規）24時間いじめ電話相談の実施

新たに、夜間や休日におけるいじめ相談にも対応

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 99へ
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

21 不登校児支援推進事業 (教育費) 26,945 指導課

不登校児を支援するための適応指導教室の運営 (457-2411)

※平成23年度から、運営期間を延長

・ ふれあい教室（中区）　 　　 会場：青少年の家

・ かやの木教室（浜北区）　 会場：勤労青少年ホーム

・ すぎのこクラブ（天竜区）　 会場：旧下阿多古中学校

・ オレンジ教室（北区） 　 会場：教育会館別館※

 ※新教育会館（平成23年9月完成予定）へ移転

・ とびうお教室（西区）　 会場：舞阪文化センター

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 100へ

22 発達医療総合福祉センター施設整備事業 (民生費) 43,683 障害福祉課

児童デイサービスの定員を40人から60人に増員するための （457-2034）

増築工事の実施

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 37へ

23 障害児施設整備費助成事業（補助金） (民生費) 101,757 障害福祉課

障害児施設等を整備する社会福祉法人等に対する整備費の助成 　 （457-2034）

・ 障害児施設の創設、老朽化に伴う大規模改修など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 40へ
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② たくましく生き抜く豊かな心と確かな学力の育成

予算額(千円) 所管課

1 はままつ人づくり教育推進事業 (教育費) 18,259 指導課

「心の耕し」を軸とした教育活動の推進 (457-2411)

・ マナー読本などの啓発資料の配布

・ 中学校区人づくり教育推進事業の実施

（新規）1/2成人式（小4）、立志式（中2）など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 97へ

2 生きた英語力育成事業 (教育費) 174,765 指導課

小中学校及び市立高校にALT（外国語指導助手）47人を派遣 (457-2411)

・ 小学校5・6年生の外国語活動の全面実施に対応するため、

ALTを4人増員

3 理科支援員配置事業 (教育費) 16,900 指導課

小学校5・6年生の理科授業への理科支援員配置など (457-2411)

・ 理科支援員の配置　　配置校：37校

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 102へ

＜新規＞

4 理科・ものづくり教育支援事業（負担金） (教育費) 6,000 指導課

教育施策の一環として、理科・ものづくりの学習の場や体験活動を (457-2411)

実施する「浜松RAIN房」の活動を支援

5 学校規模適正化推進事業 (教育費) 3,267 教育総務課

地域、保護者、学校と連携を図り、学校規模適正化を推進 (457-2401)

・ 大崎小・伊平小の閉校、熊切幼稚園の休園（平成24年3月）

・ 引佐北部小中一貫校の設置（平成24年4月開校）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 96へ

6 規模適正化校舎建設・施設整備事業（小学校） (教育費) 58,140 学校施設課

小学校の規模適正化推進のための校舎建設など (457-2403)

・ 庄内地区小中一貫校 （基本・実施設計、地質調査）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 103へ

事業名及び事業内容

37



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 学校施設整備事業（小学校） (教育費) 312,117 学校施設課

小学校106校の施設整備 (457-2403)

・ 下阿多古小プール改修工事

・ 葵が丘小下水道切替工事

・ 篠原小プール附属棟改築工事 ほか

8 中学校建設事業 (教育費) 786,042 学校施設課

中学校の校舎・体育館の増改築など (457-2403)

・ 北部中学校　（校舎改築～H24、既存校舎一部解体）

・ 細江中学校  （大規模改造の実施設計）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 103へ

9 規模適正化校舎建設・施設整備事業（中学校） (教育費) 133,825 学校施設課

中学校の規模適正化推進のための校舎建設など (457-2403)

・ 引佐北部小中一貫校グラウンド整備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 103へ

10 学校施設整備事業（中学校） (教育費) 147,312 学校施設課

中学校48校の施設整備 (457-2403)

・ 引佐南部中下水道切替工事

・ 新津中第二理科室移設改修工事

・ 都田中消火栓改修工事 ほか

11 規模適正化幼稚園建設・施設整備事業 (教育費) 34,893 学校施設課

幼稚園の規模適正化推進のための園舎建設など (457-2403)

・ 旧園舎解体（内野北幼稚園・五島幼稚園）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 103へ

12 幼稚園施設整備事業 (教育費) 50,892 学校施設課

幼稚園65園の施設整備 (457-2403)

・ 雄踏幼稚園窓枠等防水補修工事 ほか
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

13 学校施設整備事業（市立高校） (教育費) 12,000 市立高校

市立高校の施設整備 (453-1105)

・ 電波障害対策施設撤去工事

・ 普通教室床面塗装工事　　　など

14 認証保育所助成事業（地方裁量型認定こども園） (民生費) 27,850 保育課

保育園・幼稚園の相互連携を推進するため、※地方裁量型認定 (457-2118)

こども園に対し助成

※ 地方裁量型認定こども園‥幼稚園、保育園いずれの認可も

持たないが、認定こども園として必要な機能を有する認可外

保育施設

15 教科指導事業 (教育費) 9,363 指導課

学習内容定着度調査や教育研究の奨励など、教育充実の推進 (457-2411)

・ 社会科副読本「のびゆく浜松」印刷（中学校版改訂）

16 学校経営改善、教員指導力向上事業 (教育費) 3,448 指導課

特色ある学校づくりや教員指導力向上のための指定校研究発表会 (457-2411)

開催など

17 市立教職員研修事業 (教育費) 11,061
天竜川・浜名湖地区
総合教育センター

市立幼稚園、小・中学校教職員の研修実施 (448-1131)

・ 浜松教師塾の開催等

18 教職員共同研修事業 (教育費) 9,257
天竜川・浜名湖地区
総合教育センター

当市及び湖西市教職員の研修実施 (448-1131)

・ 理科、教育工学、総合学習、小学校外国語活動等の研修

を実施
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③ 子どもや青少年の健やかな成長を地域で支える社会の形成

予算額(千円) 所管課

1 青少年健全育成事業 (民生費) 15,845 次世代育成課

学校・家庭・地域などの子どもを取り巻くあらゆる立場の人の連携 (457-2795)

を図り、青少年の健全育成を目的として、声掛け運動・校区指導・

地域交流などの事業や社会奉仕活動を青少年健全育成会への

委託により実施

・ 　単位育成会（49か所）・連絡協議会に委託

2 青少年支援体験活動事業 (民生費) 2,457 次世代育成課

問題を抱える青少年の立ち直り支援策として、コーディネーター (457-2795)

による職業体験活動や社会奉仕活動等を実施

・ 体験活動コーディネーター　2名

3 青少年の家管理運営事業 (民生費) 42,000 次世代育成課

浜松市立青少年の家の管理運営委託 (457-2795)

〈新規〉

4 子ども・若者サポート事業 (民生費) 2,396 次世代育成課

平成22年4月に施行された子ども・若者育成支援推進法に基づき、 (457-2795)

子ども・若者支援施策を総合的に推進するための「子ども・若者

支援地域協議会」の運営及び子ども・若者計画の策定

事業名及び事業内容
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① 思いやりの心をはぐくむ福祉の地域力づくり

予算額(千円) 所管課

1 社会福祉活動推進事業 （民生費） 7,695 福祉総務課

地域福祉を推進するための春野ふれあいタクシーの運行委託など （457-2326）

2 地域福祉をはぐくむ運動推進事業 （民生費） 3,316 福祉総務課

保健福祉ガイドブックの作成、ポスターコンクール及びアクトシティ （457-2326）

展示イベントホールにおける福祉啓発イベントの実施など

3 地区社会福祉協議会活動助成事業 （民生費） 7,100 福祉総務課

地区社会福祉協議会の行う福祉意識啓発事業、ボランティア育成 （457-2326）

など地域福祉活動、住民主体の地域福祉を推進する先駆的な事業 　

及び地域ボランティアコーナーの設置に対する助成

4 日常生活自立支援助成事業 （民生費） 22,000 福祉総務課

認知症高齢者、知的・精神障害者の日常の金銭管理、重要書類の （457-2326）

預かりなど社会福祉協議会が実施する権利擁護事業に対する助成

5 地域福祉活動推進事業 （民生費） 2,387 福祉総務課

地域におけるボランティア活動など住民の福祉活動の支援 （457-2326）

及び地区社会福祉協議会の設立・活動支援等を社会福祉

協議会への委託により実施

6 障害者相談支援事業 （民生費） 137,003 障害福祉課

施設または在宅における福祉サービスの利用援助、介護相談及び （457-2034）

情報提供などを委託により実施

・ 事業所数　15事業所　（H22 13事業所）

事業名及び事業内容

安全と安心を人から人へ・活発な地域力戦略3
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 コミュニケーション支援員派遣事業 （民生費） 7,209 障害福祉課

聴覚障害者に対する手話通訳者、要約筆記奉仕員の派遣 （457-2034）

8 障害者地域交流推進事業 （民生費） 6,000 障害福祉課

障害者福祉の啓発や手話通訳者、要約筆記者の養成等 （457-2034）

9 地域交流スペース整備費助成事業 （民生費） 9,011 障害福祉課

障害者就労支援施設における施設利用者と地域住民や企業 （457-2034）

等の日常的な交流が可能な場所の整備費に対する助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 39へ

10 福祉人材バンク運営事業 （民生費） 16,500 高齢者福祉課

福祉・介護分野における職業紹介事業の実施 （457-2789）

11 地域高齢者見守り・支援事業 （民生費） 25,300 高齢者福祉課

65歳以上のひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の民生委員に （457-2789）

よる実態調査など

〈新規〉

・ ひとり暮らし高齢者等への緊急医療情報キットの配布

・ 高齢者見守り・支援システムの構築

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 44へ

12 老人福祉施設整備費助成事業 (民生費) 1,039,500 高齢者福祉課

老人福祉施設の整備費に対する助成 (457-2789)

3施設　308床

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 45へ

13 地域密着型サービス等提供基盤整備費助成事業 (民生費) 899,994 介護保険課

地域密着型介護サービス提供施設の整備費等に対する助成 (457-2374)

・ 小規模多機能型居宅介護サービス提供施設など9施設ほか

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 46へ

14 生活保護扶助事業 (民生費) 11,670,617 福祉総務課

生活保護法に基づく生活扶助など扶助費の支給など (457-2326)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 35へ
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② 防災・減災の地域力づくり

予算額(千円) 所管課

1 災害時要援護者避難支援事業 （民生費） 631 福祉総務課

災害時要援護者リスト作成のための対象者に対する意向調査 （457-2326）

2 地域高齢者見守り・支援事業【再掲】 （民生費） 25,300 高齢者福祉課

65歳以上のひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の民生委員に （457-2789）

よる実態調査など

〈新規〉

・ ひとり暮らし高齢者等への緊急医療情報キットの配布

・ 高齢者見守り・支援システムの構築

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 44へ

3 地震対策推進事業 (土木費) 197,018 建築行政課

民間建築物の耐震化の推進 （457-2471）

・ わが家の専門家診断

・ 木造住宅補強計画策定、耐震補強助成

・ ブロック塀等耐震化促進　など

4 狭い道路拡幅整備事業 (土木費) 144,282 建築行政課

幅員4ｍ未満の狭い道路を拡幅整備し、災害につよいまちづくり （457-2471）

の推進

・ (臨時)指定道路台帳作成業務

5 公共建築物緊急耐震化推進事業 （土木費） 227,233 公共建築課

公共建築物の緊急耐震化を図るための補強工事など （457-2461）

・ 耐震補強計画調査　犀ヶ崖資料館など10施設

・ 耐震補強実施設計　四ツ池公園陸上競技場など7施設

・ 耐震補強工事    　 雄踏給食センターなど6施設

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 91へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

6 道路防災事業 （土木費） 386,000 道路課

道路法面崩壊防止のための防壁工事など道路防災事業 （457-2375）

・ (国)152号船明（天竜）、(国)152号半島（佐久間）など

7 河川改良事業 （土木費） 544,500 河川課

市内の河川・水路等の改良などによる治水対策 （457-2451）

<新規>

・ 雨水貯留施設整備事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 89へ

8 都市下水路整備事業 （土木費） 50,523 河川課

市街地の浸水被害対策となる都市下水路を整備 （457-2451）

9 公園整備事業 （土木費） 986,850 公園課

災害時には避難地となる防災公園等の整備 （457-2353）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 85へ

<新規>

10 公共建築物長寿命化推進事業 （土木費） 400,650 公共建築課

公共施設の保全工事費、改修工事費を一元化し、計画的 (457-2461)

な修繕、改修による施設の長寿命化の推進など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 90へ

11 消防庁舎整備事業 (消防費) 15,800 消防総務課

老朽化した消防庁舎の整備 (475-7524)

・浜北消防署赤佐出張所改修工事の設計など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 94へ

<新規>

12 （仮称）佐鳴湖西岸出張所建設事業 (消防費) 1,800 消防総務課

西区佐鳴湖西岸地域に新たな出張所を建設するための地質調査 　 (475-7524)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 95へ
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

13 全国救急隊員シンポジウム開催事業 (消防費) 5,579 警防課

全国の消防職員（救急隊員及び関係職員）や医療関係者等を対象 (475-7531)

とした毎年度開催されている「全国救急隊員シンポジウム」の

第20回記念大会の開催

・開催期間　平成24年2月2日～平成24年2月3日

14 消防・救急無線デジタル化事業 (消防費) 12,000 情報指令課

消防救急無線の基地局、陸上移動局等の無線設備のデジタル化 　 (475-7551)

・平成23年度基本設計

15 地域防災無線整備事業 (消防費) 28,442 危機管理課

地域防災無線のデジタル化に伴う整備 （457-2537）

・ 尉ヶ峰中継局整備

・ 天竜区域の整備にかかる中継局等の実施設計・地質調査

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 11へ

16 防災施設・資機材維持管理事業 (消防費) 117,424 危機管理課

大規模災害の発生に備え整備した備蓄食料、医療品等の更新や （457-2537）

防災倉庫、無線等の防災施設、資機材の維持管理

17 防災施設・資機材整備事業 (消防費) 8,447 危機管理課

大規模災害の発生に備え、発電機等の資機材更新・整備 （457-2537）

18 可搬ポンプ整備事業 (消防費) 3,028 危機管理課

可搬ポンプ修繕、可搬ポンプ収納庫の更新・新設及び可搬ポンプ 　 （457-2537）

用消火ホースの購入

19 自主防災隊資機材等整備費助成事業（補助金） (消防費) 58,718 危機管理課

防災資機材の整備や防災訓練に対する助成 （457-2537）
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③ 防犯と交通安全のまちづくり

予算額(千円) 所管課

1 安全で安心なまちづくり支援事業 (総務費) 1,824 市民生活課

地域自主防犯組織「地区安全会議」の設立及び支援 (457-2026)

<新規>

2 中心市街地防犯センター支援事業 (総務費) 3,000 市民生活課

中心市街地繁華街の治安維持を図るための防犯センター設置 (457-2026)

に伴う維持管理費

3 防犯灯設置維持管理助成事業（補助金） (総務費) 256,563 市民協働推進課

自治会が設置する防犯灯の設置、維持管理に対する助成 (457-2094)

<新規>

・ 防犯灯LED化促進事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 16へ

4 交通安全施設等整備・修繕事業 （土木費） 2,574,498 道路課

歩道等の交通安全施設の整備・修繕や交差点の改良など （457-2375）

5 交通安全対策事業 （土木費） 117,839 交通政策課

交通安全に対する啓発活動等 （457-2910）

・ 事故多発交差点調査

・ 静岡県交通安全指導員設置事業負担金

・ 浜松市交通事故防止対策会議への負担金

・ 交通指導員活動に対する謝礼　など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 82へ

6 歩行者空間整備事業　国交付金事業 （土木費） 16,500 都市開発課

安全で安心して通行できるユニバーサルデザインの歩行空間の整備 　 （457-2344）

7 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 (教育費) 7,964 保健給食課

スクールガードリーダー（警察OB等）による巡回活動を実施 (457-2422)

・ 巡回地区：市内全ての市立小学校

・ 巡回時間：児童の下校時 3時間程度

事業名及び事業内容
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① 地球温暖化対策とクリーンエネルギー導入の推進

予算額(千円) 所管課

1 庁舎省エネルギー事業 (総務費) 75,729 資産経営課

本庁舎の省エネルギーを図るためのESCO事業への取り組み (457-2533)

2 クリエート浜松施設整備事業 (総務費) 183,000 生涯学習課

クリエート浜松の省エネ改修工事 (457-2413)

・ H21省エネ診断、H22実施設計、H23省エネ改修工事

3 地球温暖化対策事業 (衛生費) 10,000 環境企画課

市域の地球温暖化対策の推進 (453-6154)

・ 地球温暖化対策実行計画の策定

・ エコドライブマグネットの作成

・ 地球温暖化防止活動推進センター運営委託

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 62へ

4 新エネルギー利用推進助成事業 (衛生費) 38,891 環境企画課

一般家庭における太陽光発電システム設置など新エネルギー (453-6154)

利用の推進に対する助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 63へ

5 中小企業省エネ改修推進事業 (衛生費) 10,000 環境企画課

中小企業の省エネ改修経費に対する一部助成 (453-6154)

6 省エネルギー計画等企画推進事業 (衛生費) 2,604 環境企画課

市役所の温暖化対策の推進及び※改正省エネ法への対応 (453-6154)

※改正省エネ法…大幅にエネルギー消費量が増加しているオフィス  

や店舗などの省エネルギー対策強化を目的に平成20年度に改正 　

事業名及び事業内容

地球にやさしい持続可能な社会戦略4

47



予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

7 木質バイオマス利用促進助成事業（補助金） （農林水産業費） 5,000 森林課

市内農業施設、温浴施設等のペレットボイラー導入に対する助成 　 （457-2332）

※ペレットボイラー…間伐材やカンナ屑などを圧縮成型した小粒の

固形燃料である木質ペレットを燃料としたボイラー

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 78へ

<新規>

8 商店街街路灯LED化助成事業 (商工費) 15,000 商業政策課

商店街等が管理する街路灯などのLED化に対する助成 (457-2285)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 68へ

9 樹木交付事業 （土木費） 6,280 緑政課

屋上・壁面緑化や緑のカーテンに使用する植物、資材の交付等 （457-2565）

10 事業所緑化助成事業（補助金） （土木費） 2,700 緑政課

民間事業所の緑化推進に対する助成 （457-2565）

11 花壇等拠点整備事業 （土木費） 43,718 緑政課

中心市街地や市役所前の花壇・フラワーポットの整備や維持管理 （457-2565）

12 緑地保全事業 （土木費） 97,317 緑政課

保存樹木・樹林の支援、名松保存に対する助成や貴重な緑地の （457-2565）

保全等

<新規>

13 緑のカーテン緑化啓発事業 <緊急雇用> （土木費） 6,551 緑政課

緑のカーテンづくりを通じた小中学校での環境緑化啓発等環境 （457-2565）

学習の実施
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② ごみ減量と３Rの推進

予算額(千円) 所管課

1 生ごみ堆肥化助成事業 (衛生費) 10,770 資源廃棄物政策課

・ 生ごみ堆肥化容器(コンポスト、密封発酵容器）の配布 (453-6192)

・ 一般家庭における生ごみ処理機の購入に対する補助

2 資源物集団回収団体活動促進事業 (衛生費) 130,397 資源廃棄物政策課

子ども会等による紙ごみ等の集団回収活動の促進 (453-6192)

・ 紙ごみ等の集団回収活動団体に対する協力金

3 リサイクル拠点運営事業 (衛生費) 11,631 資源廃棄物政策課

集団回収事業を補完するため、紙ごみ等の拠点回収の実施 (453-6192)

・ リサイクルステーションの運営委託

・ 紙ごみの自治会拠点回収

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 61へ

4 みどりのリサイクル推進事業 (衛生費) 8,110 資源廃棄物政策課

剪定枝の拠点回収と再資源化を委託 (453-6192)

・ みどりのリサイクルステーション４箇所に加え、平成23年度から 　

自治会（40箇所）での剪定枝の拠点回収を実施

5 廃食用油リサイクル事業 (衛生費) 643 資源廃棄物政策課

廃食用油を公共施設や自治会で拠点回収し、再資源化を委託 (453-6192)

6 産業廃棄物適正処理推進事業 (衛生費) 117,026 産業廃棄物対策課

産業廃棄物の適正処理の推進に要する経費 (453-6110)

・ 微量PCBの実態把握調査

・ 不法投棄の監視調査 <緊急雇用>

7 南部清掃工場改修事業 (衛生費) 4,141,725 廃棄物処理施設管理課

可燃ごみ処理能力の安定確保のための焼却炉改修工事 (453-6141)

<新規>

8 第４清掃工場整備事業 (衛生費) 8,000 廃棄物処理施設管理課

第４清掃工場の建設に向けた基本構想の策定 (453-6141)

事業名及び事業内容
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③ 生物多様性の保全と持続可能な利用の推進

予算額(千円) 所管課

1 環境教育・環境学習推進事業 (衛生費) 2,300 環境企画課

移動環境教室の開催や環境教育基本方針の策定など環境教育・ (453-6149)

環境学習の推進

2 森林環境基金運営事業 (衛生費) 1,026 環境企画課

森林の公益的機能の維持増進に貢献する市民団体等の活動を 　 (453-6146)

森林環境基金を活用して支援

3 多様な生態系保全事業 (衛生費) 4,079 環境企画課

貴重動植物種の保護及び生物多様性の保全 (453-6146)

・ 生物多様性地域戦略の策定

・ ギフチョウの保護

4 湖沼水質保全事業 (衛生費) 26,873 環境保全課

佐鳴湖・浜名湖の水質保全に向けて、河川管理者である県や市民 (453-6170)

と協働による浄化対策の推進

・ 佐鳴湖水質浄化実験

・ 清流ルネッサンスⅡ佐鳴湖地域協議会負担金

・ 雨水浸透ますの設置に対する補助

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 64へ

5 浄化槽助成事業 (衛生費) 415,063 お客さまサービス課

下水道及び農業集落排水施設の区域外における合併処理浄化槽 (474-7912)

の設置者に対する助成

・ 新規533基、転換267基　計800基

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 104へ

6 環境保全型農業振興事業 （農林水産業費） 4,926 農業振興課

エコファーマーの育成推進や生物解性マルチシートの普及推進 （457-2311）

7 森林景観整備事業 （農林水産業費） 34,550 森林課

観光地域周辺や国県道等の道路沿いの森林整備 （457-2332）

8 森林整備地域活動支援事業 （農林水産業費） 63,875 森林課

森林の境界・歩道等の整備、管理を行う森林所有者への交付金 　 （457-2332）

事業名及び事業内容

50



① 市民の共感が得られる魅力的な都心の創出

予算額(千円) 所管課

1 商店街魅力アップ支援事業 (商工費) 46,000 商業政策課

商業者等が自ら考え、取組む商店街の活性化事業に対する助成 (457-2285)

・ 空き店舗を活用した集客施設の整備

・ 日常的な賑わいづくりイベント

・ 人材育成事業　など

<新規>

2 エリアマネジメント支援事業 (商工費) 10,000 商業政策課

「浜松まちなかにぎわい協議会」が実施するまちづくり活動に対する (457-2285)

負担金

・ まちづくりの目標設定に向けた基礎調査

・ エリアマネジメント構想策定

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 69へ

3 大型商業施設進出促進助成事業 (商工費) 500,000 商業政策課

大型商業施設進出支援地域内に施設を誘導することを目的とした、 (457-2285)

出店者に対する助成

4 都心商業チャレンジャー助成事業 (商工費) 1,000 商業政策課

魅力的な店舗の集積を目的とした、開業資金などに対する助成 (457-2285)

※ エリアマネジメントによる、効果的なテナントミックスを行うため、

新規補助は平成22年度で終了

事業名及び事業内容

快適が感じられるくらしの満足戦略5
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

5 都心業務機能集積促進助成事業 (商工費) 13,600 商業政策課

中心市街地へ新たに事務所等を開設する事業者に対する賃料 (457-2285)

や新規雇用に対する助成

6 大型商業施設建設資金貸付事業 (商工費) 1,060,000 商業政策課

遠鉄百貨店新館建設に対するふるさと融資の貸付 (457-2285)

※ ふるさと融資とは、地方公共団体がふるさと財団の支援の

もとに、地域振興に資する事業を行う民間事業者に対して

行う無利子貸付

7 ギャラリーモール運営事業 (商工費) 13,500 商業政策課

ギャラリーモールの維持管理 (457-2285)

・ (臨時)安藤忠雄講演会ほかオープニングイベントの開催

※ 平成23年10月より、新たなイベント空間として供用開始

8 循環まちバス運行助成事業 (商工費) 46,300 商業政策課

中心市街地における「来街・回遊システムづくり」を図る (457-2285)

循環まちバス「く・る・る」の運行に対する助成

<新規>

9 新川緑地オートバイ駐車場整備事業 （土木費） 9,300 道路課

第一通り駅周辺の新川緑地内にオートバイ無料駐車場を整備 (457-2375)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 86へ

<新規>

10 都市機能更新促進事業 （土木費） 6,000 都市開発課

都市機能更新の促進を目的に中心市街地の再生計画を策定 （457-2344）

11 花壇等拠点整備事業【再掲】 （土木費） 43,718 緑政課

中心市街地や市役所前の花壇・フラワーポットの整備や維持管理 （457-2565）
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② 「幸せを実感する山里暮らし」の実現

予算額(千円) 所管課

1 交流居住事業 (総務費) 13,317 地域自治振興課

中山間地域への移住や交流の情報を一元管理するとともに、 (457-2243)

事務局を運営

・ 田舎暮らしお試し住宅事業

・ <新規>

中山間地域ボランティア交流事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 19へ

・ <新規>

移住促進空き家活用事業費助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 20へ

2 中山間地域生活支援事業 (総務費) 8,412 地域自治振興課

集落機能の維持・活性化を図るための日常生活支援など (457-2243)

・ 集落支援員の設置

・ 緑のふるさと協力隊の受け入れ

・ 乗用モノレール等整備事業費助成

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 20へ

3 過疎地域自立促進事業基金積立金 (総務費) 98,146 地域自治振興課

過疎自立促進計画に予定するソフト事業の財源とするため (457-2243)

創設された基金への積立金

4 春野ふれあいタクシー運行管理事業【再掲】 (民生費) 7,300 福祉総務課

春野ふれあいタクシーの運行管理業務 (457-2326)

5 過疎地有償運送助成事業 （土木費） 1,000 交通政策課

中山間地域の交通空白地域住民の移動手段を確保する （457-2910）

事業名及び事業内容
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③ 地域を結ぶ公共交通ネットワークの充実など

予算額(千円) 所管課

1 総合交通計画推進事業 （土木費） 14,597 交通政策課

浜松市総合交通計画に基づき、市域内が安全・安心・快適となる （457-2910）

交通体系の構築

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 80へ

2 地域公共交通連携計画実施事業 （土木費） 86,805 交通政策課

地域公共交通の活性化及び再生の推進に要する経費 （457-2910）

・ バス等の実証運行事業

・ 利用促進事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 81へ

3 バス交通等対策助成事業 （土木費） 217,131 交通政策課

公共交通維持・確保のための不採算路線に対する助成、 （457-2910）

乗合バス事業者へのバス運行委託など

・ バス路線維持のための不採算路線に対する補助金

・ 公共交通機関確保のための乗合バス事業者への運行委託 　

・ 過疎地有償運送に対する助成

4 天竜区船明地区墓地整備事業 （衛生費） 512,489 市民生活課

市民の墓所需要に応えるための公営墓所の整備 (457-2026)

・ 用地取得 (H22～H24、3年間)

・ 墓所整備工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 25へ

5 橋りょう耐震補強事業 （土木費） 788,000 道路課

橋りょう長寿命化計画策定や落橋防止工事など橋りょうの （457-2375）

耐震補強など

・ （国）152号馬込橋など16橋の設計、補強工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 87へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

6 高塚駅橋上化・自由通路整備事業 (土木費) 50,000 区画整理課

JR高塚駅の橋上化と南北自由通路の整備 (457-2366)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 83へ

<新規>

7 新都田地区排水管改良事業 (土木費) 200,000 区画整理課

過去の区画整理事業において設置された排水管の改良 (457-2366)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 84へ

8 市営住宅建設事業 (土木費) 478,991 住宅課

老朽化した市営井伊谷団地、大苗代団地の建替 (457-2456)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 93へ

9 水道施設建設改良事業 (水道事業会計) 4,555,013 水道工事課

水道施設の整備、改良など (474-7411)

・ 配水管の整備、改良

・ 浄水施設等の整備、改良

・ 配水管、浄水施設等の耐震化

10 下水道施設建設改良事業 (下水道事業会計) 6,426,926 下水道工事課

下水道施設の整備、改良など (474-7514)

・ 管きょの整備、改良

・ ポンプ場の整備、改良

・ 浄化センターの整備、改良
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① 体を動かす機会の創出（「１・１・１運動　～１週間　１回以上　１スポーツ」の推進）

予算額(千円) 所管課

1 スポーツ普及・活性化事業 (総務費) 5,804 スポーツ振興課

浜松市スポーツ振興基本計画に基づく、「するスポーツ」 (457-2421)

「みるスポーツ」「ささえるスポーツ」の普及

・ 第５０回１０００万人ラジオ体操・みんなの体操祭の共催  など 　

2 浜松シティマラソン開催事業（負担金） (総務費) 14,200 スポーツ振興課

第８回浜松シティマラソン開催負担金 (457-2421)

・ 平成２３年度より１０マイルコースをハーフマラソンコースに変更

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 27へ

3 地域スポーツ大会開催事業 (総務費) 6,580 スポーツ振興課

市民スポーツ祭の開催など (457-2421)

4 体育振興会等地域スポーツ普及事業 (総務費) 17,000 スポーツ振興課

65校区の体育振興会及び体育協会各支部へのスポーツ振興事業 (457-2421)

の委託

5 小中学校スポーツ施設開放事業 (総務費) 44,086 スポーツ振興課

小中学校のグラウンドなどの一般開放及び夏期プールの (457-2421)

児童への開放

6 小中学校スポーツ施設夜間照明等整備事業 (総務費) 13,535 スポーツ振興課

小中学校スポーツ施設の夜間照明設置修繕など (457-2421)

・ 蒲小学校グラウンド防球ネット設置工事

・ 北区小中学校グラウンド照明灯リード線等修繕工事

事業名及び事業内容

いきがい実感・健康づくり戦略6
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 平口スポーツ施設整備事業 (総務費) 553,167 スポーツ振興課

浜北区平口地区に整備するサッカー場などスポーツ施設の整備 (457-2421)

・ スタンド、管理棟、照明塔などの建築工事及び付随する電気

及び機械設備工事

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 28へ

<新規>

8 アーチェリー場建設事業 (総務費) 2,000 スポーツ振興課

江之島水泳場敷地内に整備するアーチェリー場の設計委託 (457-2421)

9 広域利用型スポーツ施設の管理運営 (総務費) 800,945 スポーツ振興課

浜松アリーナ、浜松市総合水泳場など広域利用型スポーツ (457-2421)

施設の管理運営

10 身近なスポーツ施設の管理運営 (総務費) 246,705 スポーツ振興課

新橋体育センター、武道館、明神池運動公園庭球場など身近な (457-2421)

スポーツ施設の管理運営

11 スポーツ施設整備事業 (総務費) 81,390 スポーツ振興課

広域利用型スポーツ施設及び身近なスポーツ施設の整備修繕 (457-2421)

・ 花川庭球場1～6番コート人工芝全面改修工事

・ 浜松市総合水泳場備品購入　など

12 公園整備事業【再掲】 （土木費） 986,850 公園課

身近な場所で安全に運動できる公園の整備 （457-2353）
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② 予防に重点をおいた健康づくりの推進

予算額(千円) 所管課

1 後期高齢者健診事業 (民生費) 289,173 国保年金課

後期高齢者医療加入者に対する生活習慣病予防及び健康増進の (457-2637)

ための健康診査の実施

2 自殺対策推進事業 (衛生費) 38,536 健康医療課

県の自殺対策緊急強化基金等を活用し事業を実施 (453-6178)

・ 自殺予防対策講演会(「葉っぱのフレディ―いのちの旅－」 精神保健福祉ｾﾝﾀｰ

ミュージカル) (457-2709)

・ 外国人のための相談窓口など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 57へ

3 妊婦乳幼児健康診査事業 (衛生費) 748,058 健康増進課

安全な分娩と妊娠、出産にかかる経済的な不安解消を図るため、 (453-6119)

公費での健診を実施

・ 妊婦健康診査

・ 乳児健康診査　など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 58へ

4 母子予防接種事業 (衛生費) 928,990 健康増進課

子どもを対象とする予防接種を実施 (453-6119)

・ 三種混合、麻しん、風しんなど６種類

5 子宮頸がん予防ワクチン接種事業 (衛生費) 358,992 健康増進課

中学1年生から高校1年生を対象に、子宮頸がんを予防する (453-6119)

ワクチンの接種

※臨時でH23のみ高校1年時に接種を受けた高校2年生も対象

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 59へ

6 ヒブワクチン接種事業 (衛生費) 310,638 健康増進課

0歳児から4歳児を対象に、インフルエンザ菌b型による肺炎、 (453-6119)

髄膜炎等を予防するワクチンの接種

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 59へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 小児用肺炎球菌ワクチン接種事業 (衛生費) 428,352 健康増進課

0歳児～4歳児を対象に、肺炎球菌による肺炎、髄膜炎等を (453-6119)

予防するワクチンの接種

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 59へ

8 健康教育事業 (衛生費) 5,432 健康増進課

健康維持、健康増進を図ることを目的に各種健康教育事業を実施 (453-6119)

・ 生活習慣病予防教育

・ 健康はままつ21講演会など

9 健康診査事業 (衛生費) 899,287 健康増進課

がん等の早期発見、早期治療に寄与するため、がん検診等 (453-6119)

健康診査を実施

・ 各種がん検診事業

・ 女性特有のがん検診事業

・ 歯周疾患事業など

10 予防接種事業 (衛生費) 417,986 健康増進課

高齢者等のインフルエンザ予防接種を実施 (453-6119)

・ 65歳以上(自己負担1千円)

・ 生活保護者(全額公費負担)など

11 歯科診療事業 (衛生費) 20,159 健康増進課

歯科医療を口腔保健医療センターにて実施 (453-6119)

・ 休日救急歯科診療

・ 心身障害者(児)歯科診療など

12 歯科保健事業 (衛生費) 10,956 健康増進課

歯科保健の向上を図るために必要な健診等を実施 (453-6119)

・ 歯科訪問健診

・ 2歳児歯科健診など
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

13 健康づくり企画事業 (衛生費) 7,000 健康増進課

市民一人ひとりが健康への意識を高めるための事業 (453-6119)

・ 健康はままつ21推進事業

・ 健康づくり推進事業プログラム作成事業など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 60へ

14 こころの健康づくり推進事業 (衛生費) 16,380 保健予防課

精神障がい者の社会復帰を図るための社会適応訓練等を実施 (453-6118)

・ 精神障害者地域移行支援事業

・ 社会適応訓練事業など

15 介護予防健診事業 (介護保険事業特別会計) 133,205 高齢者福祉課

介護予防の取り組みが必要となる方の早期発見を目的とした健康 (457-2789)

診査の実施

16 元気はつらつ教室事業 (介護保険事業特別会計) 362,471 高齢者福祉課

認知症予防支援等が必要な方に対する、老人福祉センター等 (457-2789)

における生活指導及び日常動作訓練等の実施

17 動物園いのちの教育事業 (土木費) 4,200 動物園

展示動物を使ったオリジナルの映像と解説により、いのちの大切さ (487-1122)

を子どもたちに伝える教育事業

18 運動器の機能向上トレーニング教室事業 (介護保険事業特別会計) 42,858 高齢者福祉課

介護認定されていない虚弱高齢者等を対象とした生活機能向上 (457-2789)

のための筋力トレーニング教室等の実施

19 地域介護予防活動支援事業 (介護保険事業特別会計) 5,309 健康増進課

地域におけるヘルスボランティアの育成及び活動支援 (453-6119)
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③ リハビリテーション医療の拡充

予算額(千円) 所管課

1　浜松市リハビリテーション病院施設改良事業 （病院事業会計) 234,900 新法人設立準備課

浜松市リハビリテーション病院の建替えにかかる基本設計など （451-2707）

　平成23年～24年　基本設計、実施設計

　平成24年着工、平成26年完成予定

2　浜松市リハビリテーション病院機器購入事業 （病院事業会計） 50,000 新法人設立準備課

浜松市リハビリテーション病院の医療機器の更新など （451-2707）

・臨床化学自動分析装置更新

・デジタル超音波診断装置更新

・画像診断装置追加 など

3　浜松市リハビリテーション病院負担金 （衛生費） 216,180 新法人設立準備課

浜松市リハビリテーション病院事業に対する一般会計負担金 （451-2707）

事業名及び事業内容
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① 活力あふれるまちを支える人材の育成

予算額(千円) 所管課

1 市民協働推進事業 (総務費) 28,275 市民協働推進課

市民、市民活動団体、事業者及び行政が協働して、市民主体の (457-2094)

まちづくりを推進

<緊急雇用>

・ 市民活動フォーラムの開催

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 14へ

・ 「市民協働たねからみのり」の実施

・ 浜松地域人づくり大学事業　など

2 市民協働センター管理運営事業 (総務費) 37,447 市民協働推進課

市民協働を推進する拠点として、平成22年度より開設された (457-2094)

「市民協働ｾﾝﾀｰ」の管理運営

3 学習成果活用支援事業 (総務費) 3,151 生涯学習課

市民自らが生涯学習施設において講座を企画・開催 　 (457-2413)

4 公民館施設整備事業 (総務費) 135,500 生涯学習課

公民館、附設体育館の施設整備に要する経費 (457-2413)

・ 入野公民館機能修復工事など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 29へ

5 新美術館構想策定調査事業 (総務費) 500 美術館

新美術館構想策定にかかる経費 (454-6801)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 33へ

事業名及び事業内容

郷土に誇り・活力あふれるまち戦略7
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② “音楽の都”に向けた挑戦と市民主体の文化芸術活動の推進

予算額(千円) 所管課

1 ユネスコ創造都市ネットワーク加盟事業 (総務費) 5,830 文化政策課

世界創造都市フォーラム開催 (457-2417)

　・　加盟都市であるボローニャ（イタリア）、セビリア（スペイン）、

　　　グラスゴー（イギリス）及びゲント（ベルギー）の文化政策事例

発表とシンポジウムの開催

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 26へ

2 浜松国際ピアノコンクール事業(負担金） (総務費) 10,000 文化政策課

第8回浜松国際ピアノコンクールの開催準備にかかる負担金 (457-2417)

3 静岡国際オペラコンクール共催事業 (総務費) 15,000 文化政策課

静岡県共催事業。オペラを通じた国際交流の推進とともに (457-2417)

「音楽の都・浜松」を世界に発信

4 さくま国際交流コンサート等開催事業 (総務費) 3,985 文化政策課

ウイーン・フィルのカール・ヤイトラー氏を招聘した音楽指導と国際 (457-2417)

交流

5 音楽文化都市交流事業 (総務費) 10,000 文化政策課

札幌市との音楽文化交流に要する経費 (457-2417)

　・　市制100周年記念と札幌交響楽団創立50周年を記念して

浜松市で札幌交響楽団の演奏会を開催など

6 まちなかコンサート開催事業 (総務費) 15,000 文化政策課

市内各区でプロムナードコンサートを実施など (457-2417)

7 青少年音楽団体育成事業 (総務費) 22,500 文化政策課

青少年音楽団体の育成 (457-2417)

　・　ジュニアオーケストラ浜松

　・　ジュニアクワイア浜松

　・　さくまジュニア吹奏楽講座

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

8 こども音楽鑑賞教室開催事業 (総務費) 17,000 文化政策課

市内の小学5年生全員を対象に、プロオーケストラによる鑑賞教室 (457-2417)

を実施

9 こどもミュージカル開催準備事業 (総務費) 3,500 文化政策課

平成24年度開催の第4回こどもミュージカルの脚本等作成 (457-2417)

10 小中学校吹奏楽楽器活用事業 (総務費) 5,000 文化政策課

小中学校の音楽活動を活発にし、音楽文化人材を育成するため、 (457-2417)

特殊管弦楽器や打楽器を購入し、小中学校へ貸し出し

11 アクトシティ音楽院事業 (総務費) 42,000 文化政策課

　・　アカデミーコース…演奏者を養成するコースとして世界で活躍 　 (457-2417)

できる人材を育成

　・　コミュニティコース…演奏者の養成や市民が気軽に参加できる

講座などの実施

12 浜松国際ピアノアカデミー事業 (総務費) 35,000 文化政策課

世界的に著名な講師により、世界で活躍するコンサートピアニストの (457-2417)

育成を目指す事業

13 文化施設の管理運営 (総務費) 1,017,384 文化政策課

アクトシティ浜松、楽器博物館、文芸館、茶室など文化施設の (457-2417)

管理運営

14 アクトシティ浜松施設整備事業 (総務費) 11,900 文化政策課

アクトシティ浜松の施設整備及び今後の整備計画の策定 (457-2417)

15 新活動拠点施設整備事業 (総務費) 104,070 文化政策課

旧男女共同参画推進センターを新たに男女共同参画機能と、文化 (457-2417)

芸術活動の創造拠点を持つ複合施設として整備
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③ 浜名湖を中心とした観光交流

予算額(千円) 所管課

1 浜松まつり事業 (商工費) 52,990 観光交流課

浜松まつりの開催による観光客の誘致 (457-2295)

・ (臨時)市制100周年記念・浜松市御殿屋台引き回し

2 ニューツーリズム推進事業 (商工費) 3,053 観光交流課

多様な地域資源を活用した体験プログラムなど、新たな観光商品の (457-2295)

開発などによるツーリズム事業の推進

3 浜名湖観光圏整備推進支援事業 (商工費) 10,000 観光交流課

食・体験等の魅力を活かした「浜名湖」ブランドを構築し、誘客・滞在 (457-2295)

促進の強化を図る「浜名湖観光圏推進事業」に対する負担金

4 インバウンド推進事業 (商工費) 20,658 観光交流課

外国人観光客の誘致を目的とした、中国・瀋陽へのプロモーション (457-2295)

や観光ガイドブック作成など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 71へ

5 観光案内推進事業 (商工費) 30,000 観光交流課

観光インフォメーションセンター（浜松駅構内）の維持管理や観光 (457-2295)

ホームページの運営に対する負担金など

6 富士山静岡空港利用促進支援事業 (商工費) 5,000 観光交流課

富士山静岡空港の利活用推進と空港を活用した観光交流人口の (457-2295)

拡大を目的とした協議会に対する負担金

7 観光振興助成事業 (商工費) 34,373 観光交流課

各観光協会が実施する観光誘客宣伝事業などに対する助成 (457-2295)

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 72へ

8 フィルムコミッション推進事業 (商工費) 1,101 観光交流課

映画やテレビなどのロケ地誘致による、本市のPR、イメージの向上 (457-2295)

・ ホームページのリニューアル

事業名及び事業内容
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④ 多文化共生社会の実現など

予算額(千円) 所管課

1 地域共生推進事業 (総務費) 2,472 国際課

地域における日本人市民と外国人市民との共生の推進 (457-2359)

・ 地域共生会議や外国人市民カウンセリングの開催

・ 在住外国人向けﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの運用　など

2 多文化共生センター運営事業 (総務費) 53,036 国際課

外国人市民の定住化に対応した様々な支援の積極的な展開 (457-2359)

のため、多文化共生センターを運営

・ 外国人市民のための生活相談

・ ソーシャルワーカー育成講座

・ 地域共生モデル事業　など

3 外国人学習支援センター運営事業 (総務費) 36,921 国際課

外国人市民学習支援の拠点施設として学習支援センターを運営 　 (457-2359)

・ 外国人を対象とした日本語学習の支援

・ 多文化体験（外国人、日本人対象）スクール開催　など

4 不就学や学び直しのための教室開催事業 (総務費) 15,400 国際課

外国人の基礎学力の向上・健全育成のため、学習支援教室、 (457-2359)

学び直し教室の開催

<新規>

5 外国人の子どもの不就学ゼロ作戦事業 <緊急雇用> (総務費) 49,823 国際課

外国人の子どもの不就学の実態調査、不就学の原因の把握、 (457-2359)

きめ細やかなサポート体制の確立

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 17へ

6 外国人学校支援事業 (総務費) 20,400 国際課

外国人学校に対する助成、外国人学校児童生徒教科書購入費 (457-2359)

に対する助成及び外国人学校への日本語教師派遣

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

7 国際交流・協力推進事業 (総務費) 7,000 国際課

(財)浜松国際交流協会が市民に対して実施している活動支援に (457-2359)

対する助成

8 自治体職員協力交流事業 (総務費) 5,637 国際課

総務省及び(財)自治体国際化協会が行う｢自治体職員協力交流 (457-2359)

事業｣を活用し、モジダス・クルーゼス市（ブラジル）から教育関係

者を招聘

9 外国青年招致事業 (総務費) 5,044 国際課

市民や市職員に対する語学指導や国際交流関係事務の補助 (457-2359)

など地域レベルでの国際交流を推進するための外国青年の招致

10 ユニバーサルデザイン推進事業 (総務費) 10,188 ユニバーサルデザイン・
男女共同参画推進課

講座の開催や啓発資料の作成、配布、ユニバーサルデザイン製品 (457-2561)

の紹介などを通じたユニバーサルデザインの意識啓発

・ （臨時）第2次ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ計画策定事業

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 18へ

・ （臨時）まちなかUDトイレ整備環境調査委託

11 公共建築物ユニバーサルデザイン推進事業 （土木費） 35,493 公共建築課

手すりの設置など公共施設のユニバーサルデザイン化工事 (457-2461)

・ 公民館など施設外から受付までの導線整備

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 92へ

12 生きた英語力育成事業 【再掲】 (教育費) 174,765 指導課

小中学校及び市立高校にALT（外国語指導助手）47人を派遣 (457-2411)

・ 小学校5・6年生の外国語活動の全面実施に対応するため、

ALTを4人増員
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

13 外国人子ども教育支援推進事業 (教育費) 100,546 指導課

日本語教室「はまっこ」・母国語教室「まつっこ」、派遣型日本語 (457-2411)

教室「まなぶん」の開講、就学サポーターの派遣等、外国人児童

生徒の就学を支援

・ 「はまっこ」「まつっこ」の開講

　　教室数：「はまっこ」8会場9教室、「まつっこ」4会場4教室

・ 「まなぶん」の開講

　　派遣型日本語教室（東・西教室）

・ 外国人児童生徒就学サポーター40人を派遣

・ 相談員2人・協力員1人の配置、指導補助者8人の派遣

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 98へ
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⑤ 世界に発信するシティプロモーションの推進

予算額(千円) 所管課

1 シティプロモーション事業 (総務費) 50,000 広聴広報課

政令指定都市・浜松の知名度やイメージの向上、都市ブランドの (457-2021)

確立のため、本市の魅力を国内外に広く発信

<新規>

2 家康公プロモーション事業 (総務費) 14,000 企画課

徳川家康を題材としたプロモーション事業に要する経費 (457-2241)

・ 家康公シンポジウムの開催

・ 家康公在城時の浜松城復原模型制作

・ 浜松城まつりの開催　など

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 12へ

3 外国語版ホームページ管理運営事業 (総務費) 400 国際課

本市の概要や観光、ビジネス、音楽文化などの情報を世界に向けて 　 (457-2359)

発信する外国語版ホームページの管理運営

4 国際機関への参加と都市間連携事業 (総務費) 6,178 国際課

都市・自治体連合(UCLG)への参加を通じて海外諸都市と連携 (457-2359)

を図るとともに、UCLGの取り組みについて国内外へ情報発信

<新規>

5 多文化共生のまち発信事業 <緊急雇用> (総務費) 25,712 国際課

100周年を記念し、サンバを中心としたダンスチームを全国から (457-2359)

募集し、（仮称）「浜松カップ」コンテストを開催

6 市制記念式典開催事業 (総務費) 8,000 秘書課

7月1日にアクトシティ浜松大ホールで開催される市制100周年記念 (457-2070)

式典の開催経費

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 9へ

事業名及び事業内容
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予算額(千円) 所管課事業名及び事業内容

<新規>

7 浜松市伝統芸能フェスティバル開催事業 (総務費) 12,500 文化財課

市内の伝統芸能保存団体等が一堂に会し、伝統芸能を披露する (457-2466)

フェスティバルの開催

・ 開催日　平成23年7月2日（土）～3日（日）

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 30へ

<新規>

8 全国山城サミット開催事業 (総務費) 4,500 文化財課

H23全国山城（やまじろ）サミットの開催 (457-2466)

・ 浜松大会開催日　平成23年11月19日（土）～20日（日）

・ 関連事業開催   　平成23年9月～11月

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P31,32へ
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予算額(千円) 所管課

1 市政広報事業 (総務費) 164,820 広聴広報課

広報はままつの発行やテレビスポット番組広告などを実施 (457-2021)

・ (臨時)浜松市制100周年記念冊子及びDVDの発行

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 9へ

・ 広報はままつ発行（全市版、ポルトガル語版、英語版、点字版） 　

・ テレビスポット番組等広告

<新規>

2 住民基本台帳システム等改修事業 (総務費) 1,202,600 情報政策課

住民基本台帳法の一部改正※に伴う、住民基本台帳等の関係 (457-2725)

システムの改修

※住民基本台帳法の一部改正…従来の住民基本台帳法は日本人

を対象としていたが、住民基本台帳法が改正され、外国人も平成

24年7月から住民基本台帳の対象として管理することとなったもの。

3 行政連絡文書配布事業 (総務費) 308,393 市民協働推進課

広報はままつなどの行政文書の配布回覧などを自治会に委託 (457-2094)

・ 委託料の積算方法の見直し

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 15へ

4 資産経営推進事業 (総務費) 22,359 資産経営課

・ 保有財産（土地・建物）の縮減と効率的な施設運営 (457-2533)

・ 既存財産の戦略的な有効活用

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 22へ

・ 安全で快適に利用できる施設やサービスの提供

事業名及び事業内容

その他重点戦略以外の主な事業
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5 資産活用事業 (総務費) 768,684 資産経営課

土地開発公社の土地を取得するための経費 (457-2533)

・ 浜北新都市開発事業用地 　

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P 22へ

6 証明書自動交付機運用事業 (総務費) 61,567 市民生活課

(457-2834)

の運用経費

・ 駅前市民サービスセンターの新遠鉄ビル移転に伴い、平成２３ 　

年１１月より同ビル内に１台設置

詳しい説明は「主要事業」 ⇒P23、24へ

区役所及び北部市民サービスセンターに設置の証明書自動交付機
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